
資料１

第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画財政運営状況

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

① 7,780,426,279 7,484,560,099 △ 295,866,180 96.2 8,181,075,258 7,834,859,799 △ 346,215,459 95.8

② 1,871,373,417 1,778,193,813 △ 93,179,604 95.0 1,971,827,814 1,828,183,078 △ 143,644,736 92.7

③ 1,790,327,840 1,782,026,656 △ 8,301,184 99.5 1,826,579,637 1,767,605,856 △ 58,973,781 96.8

④＝③－② △ 81,045,577 3,832,843 84,878,420 *** △ 145,248,177 △ 60,577,222 84,670,955 ***

⑤ 0 50,326 50,326 *** 0 50,652 50,652 ***

人 人 人 人 人 人

12,535 12,509 △ 26 99.8 12,629 12,589 △ 40 99.7

13,546 13,536 △ 10 99.9 13,980 13,688 △ 292 97.9

26,081 26,045 △ 36 99.9 26,609 26,277 △ 332 98.8

5,371 5,360 △ 11 99.8 5,482 5,364 △ 118 97.8

⑥＝前年度⑥＋④＋⑤
H29年度末基金残高：
506,465,345円

425,419,768 510,348,514 84,928,746 *** 280,171,591 449,821,944 169,650,353 ***

6,573,078,952 6,745,583,198

累 積 収 支 額

標 準 給 付 費
地 域 支 援 事 業 費

①のうち保険料で負担すべき経費

保 険 料 収 入 額

単 年 度 収 支 額

介護給付費準備基金　利子・運用

第１号被保険者数

前 期 高 齢 者 (65 ～ 74 歳 )

後 期 高 齢 者 (75 歳 以 上 )

合 計

要 介 護 認 定 者 数

1



令和２年度 合　　　計

事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率 事業計画Ａ 決 算 Ｂ 比較(Ｂ-Ａ) 比率

円 円 円 ％ 円 円 円 ％

① 8,587,203,987 8,000,496,716 △ 586,707,271 93.2 24,548,705,524 23,319,916,614 △ 1,228,788,910 95.0

② 2,066,396,821 1,817,763,550 △ 248,633,271 88.0 5,909,598,052 5,424,140,441 △ 485,457,611 91.8

③ 1,862,690,575 1,757,379,100 △ 105,311,475 94.3 5,479,598,052 5,307,011,612 △ 172,586,440 96.9

④＝③－② △ 203,706,246 △ 60,384,450 143,321,796 *** △ 430,000,000 △ 117,128,829 312,871,171 ***

⑤ 0 27,623 27,623 *** 0 128,601 128,601 ***

人 人 人 (延人数)人 (延人数)人 (延人数)人

12,720 12,790 70 100.6 37,884 37,888 4 100.0

14,415 13,736 △ 679 95.3 41,941 40,960 △ 981 97.7

27,135 26,526 △ 609 97.8 79,825 78,848 △ 977 98.8

5,595 5,383 △ 212 96.2 16,448 16,107 △ 341 97.9

⑥＝前年度⑥＋④＋⑤ 76,465,345 389,465,117 312,999,772 ***累 積 収 支 額

要 介 護 認 定 者 数

保 険 料 収 入 額

単 年 度 収 支 額

介護給付費準備基金　利子・運用

第１号被保険者数

前 期 高 齢 者 (65 ～ 74 歳 )

後 期 高 齢 者 (75 歳 以 上 )

合 計

標 準 給 付 費
地 域 支 援 事 業 費

①のうち保険料で負担すべき経費
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表 資料２

　「高齢者保健福祉施策」に対する事業評価

１　生きがいのある充実した生活の支援
　（１）高齢者の就労・社会参加支援
　①高齢者の就労支援

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

1

シルバー人材
センターへの
支援の推進

高齢者の方の就業の場を提供するシル
バー人材センターに対し継続的に補助
金の交付を行うほか、加入者の方の促
進や就業率の向上をめざし、事業内容
の広報支援を行います。
<目標>
就業率　９０％以上

介護福
祉課

シルバー人材センターに対し、補助
金を交付することで、働く意欲を
持った健康な高齢者について、能力
や知識・経験を活かした就労の場を
確保するとともに、事業の拡充を支
援・啓発する。また、シルバー事務
所等の移転を控え、引き続き活動拠
点の整備を図る。
令和2年度補助金決定額　42,145,000
円

補助金を交付することで、働く
意欲を持った健康な高齢者につ
いて、能力や知識・経験を活か
した就労の場を確保し、社会参
加の促進を支援した。交付先で
あるシルバー人材センターの運
営においては、新型コロナウイ
ルス感染拡大の影響により就業
の中止、就業時間の短縮などの
影響を受け、受託金額、会員
数、就業率とも計画を達成でき
なかった。なお、会員数におけ
る就業率は83.6％で、対前年比
△3.4ポイントであった。
令和2年度補助金決定額
42,145,000円

Ａ

積極的な就業活動の結果、大学
等の施設管理業務、駐輪場管理
業務、並びに労働者派遣分野に
おいての就業など、高齢者の就
業機会の確保に貢献したから。

2

「こがねい仕
事ネット」に
おける就労支
援の充実

市が運営する就労支援サイト「こがね
い仕事ネット」において、高齢者の方
も含めた就労等に関する情報提供やセ
ミナー等の情報提供を積極的に行い、
高齢者の方の就労支援を行います。

経済課 就労支援サイト「こがねい仕事ネッ
ト」に、高齢者向けの就労支援セミ
ナーや就職面接会等、就労等に関す
る情報を掲載する。

高齢者向け就労支援セミナー掲
載件数：13件
高齢者向け面接会掲載件数：3件

Ａ

就労支援サイト「こがねい仕事
ネット」に各種セミナー、イベ
ントの情報を掲載し、継続して
高齢者向けの就労支援情報を周
知することができた。

　　　Ａ…　ほぼ事業内容を達成した。

　　　Ｃ…　事業内容を達成したとは言えず、現状について大きな課題がある。

※ 「事業評価」の評価基準

令和２年度
事業の内容

事業名称
(☆新規項目)

　　　Ｂ…　改善、検討を要する点はあるが、事業内容をある程度達成した。

　　　Ｄ…　未実施

担当課
番
号
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②生涯学習・生涯スポーツの推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

3

市内大学等と
の連携による
活動支援の検
討

東京学芸大学・東京農工大学等の連携
校とともに高齢者の方のニーズに対応
した講座・セミナー、プロジェクトを
企画・実施します。

介護福
祉課

昨年度の取り組みを継続するととも
に、生活支援体制整備事業等を通じ
て高齢者のニーズを把握し、内容の
調整を図る。抽出されたニーズに
よっては、他の連携校との協力も検
討する。

新型コロナウイルス感染症の影
響により、校内の使用や学生と
の連携を図ることができなかっ
た。 Ｃ

感染状況が好転した際には、再
開を予定していたが、結果的に
年度を通じて連携を通じた事業
を実施することが困難であった
ため。
今後はハードを使用しない連携
等も視野に入れる必要がある。

4

健康・スポー
ツ活動の支援
の充実
※他計画再掲

シニアスポーツフェスティバル等、高
齢者の方の健康の維持・増進を図ると
ともに体力づくりを通して明るく充実
した日常生活が送れるように努めま
す。

生涯学
習課

例年と同時期の大会実施を予定して
いたが、新型コロナウイルス感染症
感染防止のため、令和２年度の大会
は中止となった。

新型コロナウイルス感染症感染
防止のため、令和２年度の大会
は中止となった。

Ｄ

新型コロナウイルス感染症感染
防止のため、令和２年度の大会
は中止となった。

5

文化学習事業
の充実

各公民館において高齢者学級や各種講
座を実施するとともに、自主グループ
の支援を行います。

公民館 高齢者学級（生きがい広場、けやき
学級、くりのみ学級、みどり・朴の
樹学級、はなみずき学級）
介護サポーター講座
認知症カフェ

高齢者学級（生きがい広場：11
回延べ185人、くりのみ学級：13
回延べ238人、くりのみ学級：12
回、218人、みどり・朴の樹学
級：12回延べ240人、はなみずき
学級：12回211人

地域福祉のための講座
・家族介護相談会（認知症カ
フェぬくいきた）全8回延べ9人
・アウトドア認知症カフェぬく
いきた全6回延べ87人

Ｂ

講座数前年度比＝100％
実施回数前年度比＝67.3％
延べ参加者前年度比＝34.9％

新型コロナウイルスの感染拡大
を防止するため、部屋の定員を
通常時の2分の1とするなどの対
策を講じて実施した。

令和２年度
担当課事業の内容

事業名称
(☆新規項目)

番
号

2



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　③交流の場の確保と推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

6

敬老行事等の
継続

高齢者の方の長寿をお祝いするととも
に、楽しいひと時を過ごせるよう、高
齢者の方（シルバー人材センター）自
らの企画による敬老会等を引き続き実
施します。

介護福
祉課

（敬老会）
感染症拡大の影響により、中止を決
定。

（高齢者記念品）
99、100歳の高齢者に対し、長寿のお
祝いをする。

（敬老会）
敬老会事業は中止。

（高齢者記念品）
99、100歳の高齢者には商品券を
贈呈。100歳高齢者の市長による
自宅訪問は、新型コロナウイル
ス感染拡大防止のため、中止と
した。

Ｂ

長寿をお祝いする目的で事業を
実施しているが、当年は、新型
コロナウイルス感染拡大防止の
ため、一部事業を中止としたか
ら。

7

おとしより入
浴事業の継続

高齢者の方の憩いの場を提供すること
を目的として浴場組合と協力し、世代
を越えた交流の場となるよう、６５歳
以上の高齢者の方と小学生以下の児童
を対象に無料入浴デーを実施します。
また、広報を充実する等の取り組みを
行い、事業の啓発に努め、利用の促進
を図ります。

介護福
祉課

感染症拡大防止策が講じられる中、
公衆浴場法上、銭湯は「市民の日常
生活において保健衛生上必要な施
設」であると定義され、国や都にお
ける休業要請から除外されている。
よって十分な策を講じ、可能である
限り、菖蒲湯（5月）、薬湯（8
月）、敬老湯（9月）、銭湯祭り（10
月）、柚子湯（12月）、朝湯（1
月）、レモン湯（2月）を実施する。

年7回の無料入浴事業を実施。高
齢者と子ども及び高齢者間の交
流促進の場を提供することがで
きた。
（令和2年度実績）
無料入浴日数：7日
利用者数：高齢者595人、小学生
以下172人　合計767人

Ａ

多数の市民が訪れ、世代間交流
を図ることができたから。

8

高齢者いきい
き活動事業の
推進

高齢者いきいき活動推進員が中心とな
り、趣味、体操等、健康増進活動、各
種講座、そのほかの高齢者生きがい活
動を実施します。また、いきいき活動
講座については、促進に向けて、広報
等の充実を図ります。
＜目標＞
高齢者いきいき活動講座参加率　100%

介護福
祉課

感染症拡大防止のため、年度当初か
ら講座を中止している状況である。
よって目標を達成することは困難で
あるが、感染症拡大の収束後、滞り
なく、講座が実施できるよう、委託
先の社協と情報共有を図った上で、
高齢者いきいき活動推進員が中心と
なり、趣味、体操等、健康増進活
動、各種講座、高齢者の生きがい活
動を実施するよう努める。また広報
等の充実を図る。

（令和2年度実績）
講座（33回）
受講者数（159人）
募集人数（203人）

参加率78パーセント
Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、受講内容及び受講人
数の再検討を行い、大幅に人数
縮小して事業を実施した。感染
防止策を取ったところであった
が、受講控えもあり、参加人数
及び参加率ともに前年を下回っ
た。
コロナ禍における、継続的な事
業実施等のさらなる検討は必要
と考えている。

事業の内容
事業名称

(☆新規項目)

令和２年度
担当課

番
号

3



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

9

老人クラブ
（悠友クラ
ブ）活動支援
と高齢者いこ
いの部屋利用
の推進

高齢者の方の生活を健全で豊かなもの
にし、高齢者の方の福祉の増進に資す
ることを目的として補助金を交付し、
健康づくりに係る活動を支援します。
また、市内の老人クラブ（悠友クラ
ブ）や高齢者グループ等の定期的な地
域活動や、健康増進を目的とする活動
のための会場として「高齢者いこいの
部屋」の支援も行います。
＜目標＞
高齢者いこいの部屋稼働率　65%以上

介護福
祉課

市内老人クラブ（悠友クラブ）が、
新型コロナウイルス感染症予防に留
意しつつ、社会奉仕活動、健康を進
める事業、生きがいを高める活動、
友愛活動等を実施し、高齢者の健康
づくりに貢献できるよう、補助金交
付を継続する。
また、新型コロナウイルス感染症予
防に留意しつつ、どのようにした
ら、高齢者いこいの部屋の稼働率を
上げられるか、検討する。

〈老人クラブ〉
悠友クラブ連合会補助金交付金
額：３，４６９，０００円（返
還金：７２１，６１２円有）
悠友クラブ（単位クラブ１３ク
ラブ）補助金交付金額：４，３
５２，７００円（返還金：１，
０１６，２４６円有）
〈いこいの部屋〉
稼働率　４４．７％

Ｂ

悠友クラブ連合会・単位クラブ
ともに、事業を縮小（総会・
サークル活動の中止等）し、活
動した状況であった。
しかし、新型コロナウイルス感
染予防のため、やむを得ない部
分もあり、令和３年度において
も、感染予防に注意しながら活
動を継続していただくようお願
いしている。いこいの部屋につ
いても、同様に継続していく。

10

高齢者（いき
いき）農園の
継続
※他計画再掲

農地所有者の方の協力を得て、６０歳
以上で耕作地を持たない高齢者の方に
対し、高齢者（いきいき）農園事業を
継続しながら、野菜や草花等の栽培・
収穫を通じて高齢者の方の健康促進と
仲間づくりを図ります。

経済課 農地所有者の協力のもと、引き続き
事業を行っていく。令和３年３月に
前利用者の使用期間満了に伴い、新
規利用者の募集を行う。

農地所有者協力のもと、高齢者
農園事業を継続実施。令和３年
３月に前利用者の使用期間満了
に伴い、新規利用者の募集を
行った。

東町二丁目高齢者農園　60区画
中町二丁目高齢者農園　35区画 Ａ

高齢者農園の利用希望者は多
く、令和2年度は応募者が区画数
を上回ったため抽選となった。
このようなことから高齢者農園
がコミュニティの形成と健康促
進の役割を果たしていると評価
できる。
東町二丁目高齢者農園 応募倍率
1.77倍
中町二丁目高齢者農園 応募倍率
3.86倍

11

☆ひとりぐら
し高齢者会食
会・交流会の
実施

６５歳以上ひとり暮らし等の高齢者の
方に対し、会食を通じた交流会を実施
します。
＜目標＞
実施数　４か所

介護福
祉課

ひとりぐらし等高齢者会食会を市内
４圏域にて実施予定（各回定員：１
０名）であるが、新型コロナウイル
ス感染症の出現状況によっては、実
施を見合わせることも含め検討する
予定である。

未実施

Ｄ

新型コロナウイルス感染症の流
行により中止したため

令和２年度
担当課事業の内容

番
号

事業名称
(☆新規項目)

4



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　（２）健康づくり・介護予防の推進
　①健康づくりの推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

12

さくら体操の
推進

６５歳以上の高齢者の方を対象に介護
予防と健康増進を目的としたさくら体
操の自主グループを市内で活性化させ
るため、様々な啓発イベントや体操の
会場に市内のリハビリテーション専門
職が巡回することで周知を図ります。
定期的に体操を行う会場数や参加者数
を増やすことをめざします。また、市
内在学・在勤で講座修了後、週１回程
度活動できる方を対象に、介護予防の
基礎知識を広く習得し、さくら体操の
自主グループで活動するボランティア
（介護予防リーダー）を養成する講座
を年１回実施します。
＜目標＞
さくら体操の会場数・参加者数　前年
度5%増
介護予防リーダー養成　年１０人以上

介護福
祉課

緊急事態宣言を受けすべての会場で
体操を自粛しており、参加者の心身
機能の低下が懸念されるため。当面
はこれを防ぐための措置を講じる。
4月にリハ職と連携し、屋内で可能な
簡単な体操を作成。市報（予定）
HP、チラシ等で周知を図っている。
また、参加者の一部にアンケートを
実施し、回答内容に応じて介護予防
に関する情報提供を行う。
これらの内容については、さくら体
操参加者だけではなく、広く市民に
周知し市内全体の高齢者の介護予防
につなげる。

緊急事態宣言下においては、リ
ハ職の協力を得て作成した自宅
で可能な体操の周知と、簡易的
なアンケートを実施した。アン
ケートの結果、孤立を感じてい
ると答えた参加者に対して、個
別に市職員が架電し、孤立化防
止に取り組んだ。また、必要時
に地域包括支援センターと連携
し、個別支援を行った。
同宣言解除後は、再開へのアプ
ローチとして、消毒作業や感染
予防に関する説明会の実施や、
医療職者による会場の巡回指導
を行い、参加者の不安の解消に
努めた。
また、感染予防により使用でき
ない会場も生じたため、可能な
範囲で代替の会場を確保し、参
加機会の担保を図った。

Ｂ

数値目標を達成することはでき
なかったが、現状の参加者を減
少させない取り組みを中心に実
施した。
今後は参集によらない実施方法
（屋外、オンライン）の推進
や、体操が可能な会場の確保に
努め、一人でも参加者を多くで
きるよう事業を進める。
また、介護予防リーダーの養成
についても、他事業との連携に
より増員できるよう検討してい
く。

13

健康相談・指
導の充実
※他計画再掲

健康保持・増進と疾病予防のために健
康や栄養、歯と口腔に関する相談を実
施するほか、医科や歯科に関する講演
会、健康づくり推進のための高齢者の
方を対象とした健康教室を開催し、健
康相談および指導の充実を図ります。

健康課 令和元年度の中止前の実施回数で実
施する予定。歯科健康相談について
は、未就学児と小学1～6年生を対象
とした相談を新規に実施予定。

市報への掲載、市のホームペー
ジ、チラシの配布等で周知を図
る。
実施回数は令和元年と同じ実施
回数で実施。歯科相談について
は、対象により分けて実施。①
歯科健康相談（年齢問わず）②
口の乾燥トラブル相談（60歳以
上）③こどもの歯並び相談（小
１～小6）④未就学児親子歯科教
室（４歳～６歳）を実施した。

Ｂ

未就学児親子歯科教室は、コロ
ナウイルス感染対策により内容
の変更で行ったため、実際にブ
ラッシング指導が行えず、本来
の目的が完全に達成出来ていな
い。
他の相談事業は、ほぼ通常通り
の内容にて達成はできたが、引
き続き更に周知強化し、行って
いく必要がある。

令和２年度
担当課

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容
番
号

5



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

（特定健康診査）
実施期間：令和２年６月１日～令和
２年１２月３１日
特定健康診査受診者に、フォロー健
診として検査項目を上乗せして実施
する。

（特定健康診査）
実施期間：令和２年６月１日～
令和２年１２月３１日
特定健康診査対象者：１６，０
２８人
特定健康診査受診者：７，４８
６人
受診率（速報値）：４６．７％

Ｃ

（特定健康診査）
特定健康診査の受診率は、横ば
いが続いていたが、新型コロナ
ウイルス感染症拡大に伴う外出
自粛等の影響で低下した。今年
度新たに行った未受診者に対す
るアンケート調査結果を基に、
受診率向上への取組は要検討で
ある。

（後期高齢者医療健康診査）
実施期間：令和２年９月１５日から
令和３年１月３１日
当該健康診査受診者が回答する質問
票について、厚生労働省の検討結果
を踏まえ、フレイル等高齢者の特性
を把握し、多面的な課題に対応した
保健指導の充実を図るため、高齢者
に特化した改定を行い、実施する。

（後期高齢者医療健康診査）
実施期間：令和２年９月１５日
～令和３年１月３１日
受診券発行枚数：１２，７９１
枚
受診者数：７，１５４人
受診率：５５．９％（小数点以
下第二位四捨五入）

Ａ

（後期高齢者医療健康診査）
受診率は都内自治体中、高位で
あることから、概ね達成したと
思われる。

健康課 前年と同様、原則として基本健診項
目と同時に、フォロー健診項目であ
る貧血検査、心電図検査、血清クレ
アチニン検査を全員受診していく。

コロナ禍ではあったものの、例
年同様に、基本健診項目に上乗
せして、貧血検査、心電図検
査、血清クレアチニン検査を実
施することができた。

Ａ

コロナ禍ではあったが、通常ど
おり実施できたため。

15

感染症の予防
の推進

肺炎やインフルエンザの予防や重症化
を防ぎ、高齢者の方の健康を保持する
ため予防接種法に基づくワクチン接種
を推進します。

健康課 令和元年度同様、市報への掲載等の
ほか、高齢者肺炎球菌においては案
内の個別送付を行うなど情報の普及
啓発に努める。

市報への掲載等のほか、高齢者
肺炎球菌においては案内の個別
送付を行うなど情報の普及啓発
に努めた。また、インフルエン
ザにおいては、都の補助金で自
己負担額が無料となり、事業開
始日は昨年の10月15日から10月1
日に早まり実施期間を延長して
実施した。

Ｂ

達成はできたものの、引き続き
周知の工夫を行い普及啓発に努
めていきたい。

事業の内容 担当課
令和２年度

高齢者の方の健診の活用やかかりつけ
医との連携等により、特定健診受診率
の向上や、疾病・ねたきり等へつなが
る、生活習慣病の早期発見に努めま
す。また、特定健康診査および後期高
齢者医療健康診査の受診者の方、４０
歳以上の集団健康診査の受診者の方等
を対象に、フォロー健診として検査項
目を上乗せして実施します。

保険年
金課

14

番
号

事業名称
(☆新規項目)

健康診査等の
充実
※他計画再掲

6



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

16

高齢者のここ
ろのケアの充
実

高齢者の方の心理的状態（うつ等）へ
のケアに関して、講演会・研修会等を
通じて、支援者の方の意識を高め、高
齢者の方のこころの健康づくりの充実
を図ります。

自立生
活支援
課
健康課
（R2
～）

メンタルチェックシステム「こころ
の体温計」の運用。
ゲートキーパー養成研修の実施（市
民、事業所等を対象：３回、職員を
対象：１回を予定）

職員及び市民、関係者向けゲー
トキーパー養成研修
令和３年１月19日実施分
参加者：職員16名、市民8名
令和３年２月16日は新型コロナ
ウイルｽ感染症拡大防止のため中
止
メンタルチェックシステム
令和２年度（延べ人数）
サイト総アクセス数13,854件
（年間）

Ｃ

新型コロナウイルス感染症蔓延
及び感染予防のため、計画して
いた回数の講座ができなかっ
た。
メンタルチェックシステムの利
用者は減少している。
実施、周知の方法について感染
予防を踏まえ検討が必要。

17

歯と口腔の健
康の充実
※他計画再掲

８０歳で２０本以上の歯がある高齢者
の方の増加をめざした「８０２０運
動」等を推進し、市民の方を対象に成
人歯科健康診査を実施します。また、
かかりつけ歯科医の紹介をします。

健康課 令和元年度同様、歯科医師会におい
て実施している「8020運動」(10月実
施）を後援し、市報・ホームペー
ジ・ポスター等で周知を図る。成人
歯科健康診査については、20歳～80
歳までの5歳刻みの方に実施する。特
に75歳、80歳の方の当該健康診査に
ついては、口腔機能評価を実施し、
受診率の向上に努める。
また、通院による歯科診療が困難
で、かかりつけ歯科医をもたない方
のために、往診による受診体制を確
保する。

コロナウィルス感染症対策で事
業予定を変更し、規模を縮小し
て実施した。内容は、小金井歯
科医師会の協力のもと、①ポケ
モンスマイルappコンテスト②ポ
スター展示③歯科学術ポスター
展示④来場者向け歯ブラシ等の
進呈活動を令和２年１１月２９
日（日）宮地楽器ホールで開催
した。来館者数３５０名

Ｂ

例年では、６月に保健センター
にて実施しているが、令和３年
度においても、コロナウィルス
感染症対策により、令和２年度
と同等の開催を予定している。
保健センターでの開催は、成人
歯科健康診査及び歯みがきのブ
ラッシング指導、各種相談を主
とした活動をしていたため、本
来の目的が達成できていない。

番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
令和２年度

7



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②介護予防・重度化防止の推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

目標は達成できていないが、短
期集中予防サービス（サービス
C）の検討や、サブスタッフと介
護予防リーダーの養成講座の整
理等、次年度に向けた課題の解
決に向けた取り組みを行うこと
ができたため。
次年度以降は、新たな担い手に
ついてだけではなく、総合事業
全体をどのように進めていくか
という視点をもって、各事業の
推進を図る必要がある。

事業名称
(☆新規項目)

令和２年度

市認定ヘルパーやサブスタッフ等の
新たな担い手を有効活用しながら介
護予防・生活支援サービスをさらに
推進するため、総合事業全体の見直
しを図り、ボランティアなどによる
通いの場（通所型サービスB）や短期
集中予防サービス（サービスC)の創
設についても検討する。
一般介護予防事業については、理学
療法士等の専門職をさくら体操会場
へ派遣する事業を継続し、参加者の
満足度向上に努め、参加者数の増加
を図る。
軽度者に対するケアマネジメントに
ついては、個別地域ケア会議の中で
事例検討を通じて適切なケアマネジ
メントの確認を行う。

担当課事業の内容

介護予防・日
常生活総合支
援事業の推進

Ｂ

市認定ヘルパーやサブスタッフ
等の新たな担い手の養成・活用
については、介護事業者の理解
や協力が必要であるところ、当
該年度については実施により感
染対応等で多忙な介護事業者に
負荷をかける恐れがあること、
高齢者である参加者を募ること
が困難であること等総合的に勘
案し、積極的な事業実施に至ら
なかった。
ただし、短期集中予防サービス
（サービスC)の創設については
検討を重ね、令和3年度にモデル
事業を実施の予定。
一般介護予防事業については、
理学療法士等による体操会場な
どの通いの場への巡回指導を可
能な範囲で継続した。

介護福
祉課

■介護予防・生活支援サービスの実施
　介護予防給付による訪問介護・通所
介護に代わり、住民主体の支援等も含
めた訪問型サービス、通所型サービ
ス、そのほかの生活支援サービスを実
施します。訪問型サービスについて
は、市認定ヘルパー養成事業にて講座
を受講した方が、市基準訪問型サービ
スを提供する事業所において、サービ
スの担い手として参加していただける
よう検討します。通所型サービスにつ
いては、市デイサービス認定サブス
タッフ養成事業にて講座を修了した方
が、市基準通所型サービスの担い手と
して参加していただけるよう、将来的
には人員基準に組み込むことを検討し
ます。また、地域包括支援センターが
要支援者の方等に対するアセスメント
を行い、その状態や置かれている環境
に応じて、本人が自立した生活を送る
ことができるようなケアプランを作成
します。
■一般介護予防事業
　住民主体による高齢者の方の通いの
場を拡大していくような地域づくりを
推進します。また、地域において自立
支援に資する取り組みを推進し、要介
護状態になっても、生きがい・役割を
もって生活できる地域の実現をめざし
ます。
＜目標＞
適切なケアマネジメントの確認　年１
回

番
号

18
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

19

介護予防ケア
マネジメント
の推進

保険者機能の強化により、要支援者の
方等が知識や能力をいかして社会との
つながりを維持・強化できるような介
護予防ケアマネジメントを推進しま
す。

介護福
祉課

介護予防ケアマネジメントの推進に
伴う要支援者の方等への適切なアセ
スメントにより、総合事業の推進を
図る。

適切な介護予防ケアマネジメン
トを事業者への周知活動などに
より推進し、現行相当と市基準
のサービス利用者割合につい
て、計画値を達成することがで
きた。

Ｂ

計画値を達成しているものの、
総合事業の進捗の評価などにつ
いて検討の余地が残っているた
め。

20

住民主体の活
動の推進

市および各地域包括支援センターに配
置されている生活支援コーディネー
ターが中心となって、介護予防につな
がる活動等に取り組むボランティアや
市民団体等、地域人材の発掘・連携に
努めます。新たに活動を始めたい方や
団体に向けたマッチング、立ち上げ支
援、組織づくり・拠点づくり支援等に
より、各圏域の実情に合った住民主体
の取り組みを試行し、多様なサービス
や通いの場づくりにつなげていきま
す。
＜目標＞
住民主体の取り組みの試行　４圏域

介護福
祉課

第1、2層コーディネーターを中心
に、地域課題やニーズの把握に努め
るとともに、通いの場などへの支援
を実施し、社会福祉協議会などの関
係機関と連携しながら住民主体の活
動の推進を図る。

第2層生活支援コーディネーター
が活動や2層協議体（小地域ケア
会議）を通じて、圏域の課題解
決やニーズの把握に努め、小地
域ケア会議については、昨年度
より多くの回数を実施すること
ができた。
また、視覚的に地域の活動団体
を紹介できるツールである「シ
ニアのための地域とつながる応
援マップ」を作成した。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症によ
り、通いの場等の活動が縮小し
ている現状に対して、どのよう
な方法で各活動を支援できるか
を継続的に検討していく必要が
ある。

事業名称
(☆新規項目)

令和２年度
担当課

番
号

事業の内容

9



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

２　地域で自立して暮らし続ける仕組みづくり
　（１）在宅生活支援の充実
　①地域に密着したサービスの基盤整備

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

21

介護保険サー
ビスの利用支
援の充実

介護サービスを必要とする方が、必要
なサービスを利用できるよう、本人や
その家族の方に対する情報提供・相談
支援を充実します。引き続き、制度改
正に則した介護保険パンフレットの配
布や介護サービス利用ガイドブックの
作成、ホームページの充実等を行い、
制度の理解を深めるための情報提供に
努めます。また、利用者の方および介
護者の方のみならず、一般高齢者の方
に対しても、介護保険制度を正しく理
解していただくような情報提供に努め
るとともに、地域において高齢者の方
やその家族の方に対する総合的な相
談・支援を行う窓口である地域包括支
援センターの周知を図ります。

介護福
祉課

介護保険制度や各種情報提供の際に
は、地域包括支援センターが高齢者
の総合相談窓口であることが明確に
なるよう、表現等に留意し、周知を
図る。
引き続き介護保険についての基本的
事項を記載した市民向けの冊子「あ
なたと歩む介護保険」や、市内の事
業所一覧を掲載した情報冊子を市の
窓口や、市内の地域包括支援セン
ターで配布し、また、市ホームペー
ジの充実を行うことで介護保険サー
ビスの利用について周知をおこな
う。

新しい介護保険説明用パンフ
レットなどの作成についても、
表現等を確認し、周知を行っ
た。
介護保険についての基本的事項
を記載した市民向けの冊子「あ
なたと歩む介護保険」や、市内
の事業所一覧を掲載した情報冊
子を市の窓口や、市内の地域包
括支援センターで配布し、ま
た、市ホームページの充実を行
うことで介護保険サービスの利
用について周知をおこなった。

Ａ

介護保険制度についての一定の
周知がなされたと考えられるた
め。

22

地域密着型
サービスの推
進

高齢者の方が住み慣れた地域で安心し
て暮らし続けることができるよう利用
促進に向け、制度周知等を行い、介護
を必要とする方に適切なサービス提供
が行われるよう努めていきます。
＜目標＞
看護小規模多機能型居宅介護利用者数
１５人

介護福
祉課

引き続き介護保険のサービスについ
ての給付適正化を記載した冊子を継
続して案内し、地域密着型サービス
についての周知をおこなう。

介護保険のサービスについての
給付適正化を記載した冊子を継
続して案内し、地域密着型サー
ビスについての周知をおこなっ
た。

看護小規模多機能型居宅介護利
用者数　１８人

Ｂ

地域密着型サービスについて一
定の周知が進んだと考えられる
が、小規模多機能型居宅介護や
看護小規模多機能型居宅介護な
どの一部サービスの周知・理解
促進については改善・検討を要
すると思われる。

事業名称
(☆新規項目)

令和２年度
事業の内容

番
号

担当課
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②介護保険外サービスの充実

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

23

高齢者保健福
祉サービスの
充実（配食
サービス、お
むつサービ
ス、寝具乾燥
等）

市独自で実施している高齢者の方への
配食、おむつ給付、寝具乾燥等の在宅
支援に関するサービスの充実を図り、
必要なサービスの提供に努めます。

介護福
祉課

引き続き、各事業が真に必要な高齢
者に対し、確実に給付が行き渡るよ
う「高齢者福祉のしおり」の配布等
により制度の周知を図る。おむつ給
付に関しても、介護者の経済的、精
神的負担の軽減に繋げ、安心して高
齢者が在宅生活を営めるよう、サー
ビス給付に努める。

「高齢者福祉のしおり」の配布
及び市報・ホームページによる
広報を行い、制度の周知を図っ
た。

Ａ

「高齢者福祉のしおり」等によ
り制度を知った申込者がいたた
め。

交通対
策課

小金井市コミュニティバス再編事業
については、令和３年度までの継続
事業であることから、令和２年度に
おいても引き続き、地域公共交通会
議及び地域懇談会を開催し、地域公
共交通会議委員及び市民の意見を踏
まえながら、運行基準を策定する。
また、再編の基本方針及び運行基準
を基に、具体的な運行ルート・運行
時間・運賃等の再編計画を検討する
とともに、並行して、再編後の運行
改善等の手引きとなるガイドライン
の検討に着手する。

CoCoバス再編事業は、運行ルー
ト案について本格的な協議を重
ね、基本方針に沿って効果的・
効率的なルート案の検討を行っ
た。
また、CoCoバス利用促進及び利
便性向上のため、ICカード導入
の準備を進めた。

Ｂ

当該年度における事業計画内容
に沿って進めていたが、緊急事
態宣言等により会議等が延期と
なり、また新たな課題が発生
し、進捗に遅れが生じたため。
また、高齢者等の移動・移送手
段の確保に向けて、引き続き、
地域懇談会等からの意見を踏ま
えながら行う必要があるため。

自立生
活支援
課

福祉有償運送を実施している団体の
更新や内容変更等があった場合、福
祉有償運送運営協議会を開催すると
ともに、安全確保の徹底について周
知を図る。

福祉有償運送運営協議会を開催
し、実施団体の更新について協
議が整ったことにより団体が継
続して福祉有償運送を行えるこ
ととなったため、障がい者や高
齢者の移動手段の確保が図られ
た。また、安全確保の徹底につ
いて周知等を行った。

Ａ

福祉有償運送運営協議会を開催
し、実施団体の更新について協
議が整ったため。

担当課
令和２年度

24

高齢者等の移
動・移送手段
の確保の継続
※他計画再掲

CｏＣｏバスを運行し、高齢者の方の
通院等の際の移動を支援します。ま
た、福祉有償運送等の移送サービスを
実施しているＮＰＯ等への支援を行い
ます。

事業名称
(☆新規項目)

番
号

事業の内容

11



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　③相談支援の充実

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

今後の高齢者人口の増加や、そ
れに伴う業務負担の増加に対し
て、常に改善を図っていく必要
があるため。

担当課

４つの圏域に、それぞれ地域包括支援
センターを設置（社会福祉法人等に委
託）し、社会福祉士、保健師または経
験のある看護師、主任ケアマネジャー
の３職種等を配置し、次の４つの機能
を有します。
① 　多様なネットワークを活用し、
地域の高齢者の方の実態把握や虐待へ
の対応等を含む総合的な相談支援
② 　要支援の認定者の方を対象とす
る予防給付に関する介護予防のケアマ
ネジメントおよび総合事業に関する介
護予防ケアマネジメント
③ 　主治医、ケアマネジャー、地域
の関係機関と連携し、包括的・継続的
なケアマネジメントができるよう支援
④ 　成年後見人制度利用に関するこ
と、高齢者虐待の防止、消費者被害の
防止対応等の権利擁護、また、生活体
制整備事業における生活支援コーディ
ネーター、および認知症施策における
認知症地域支援推進員を地域包括支援
センター職員が担い、それぞれの事業
の運営、実施を行います。
市介護福祉課包括支援係は、地域包括
支援センターと連携し、地域の高齢者
の方への総合的な支援を行う役割を担
います。様々な問題に対応すべく、さ
らなる充実を図るほか、地域包括支援
センターにおける事業の質の自己評価
を実施し、介護保険運営協議会におい
ても点検、評価を実施します。

事業の内容

介護福
祉課

高齢者の総合相談窓口として、事業
の内容に記載の主な事業の他、市と
連携し、市内の高齢者福祉の向上を
図る。
また、地域包括支援センターの運営
に関する専門委員会内で、包括支援
センターの機能評価を諮り、業務内
容の改善につなげる。

高齢者の総合相談窓口として、
事業の内容に記載の主な事業の
他、市と連携し、市内の高齢者
福祉の向上を図った。
また、地域包括支援センターの
事業評価による機能強化を図
り、業務内容の改善につなげ
た。

令和２年度

25

地域包括支援
センターの機
能の充実

番
号

事業名称
(☆新規項目)

Ｂ

12



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　④安心できる住まい・住まい方の支援
令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

26

住宅改修相談
事業の推進

高齢者の方の身体機能の低下に伴い、
適切な住宅改修ができるよう、一級建
築士等が訪問や面接等により、住宅改
修の相談・助言を行います。また、介
護支援専門員とも連携を取りながら、
介護保険事業と高齢者自立支援事業の
住宅改修に関する助言をし、適切な改
修を支援します。
＜目標＞
住宅改修相談・助言　年７０人以上

介護福
祉課

高齢者の方の身体機能の低下に伴
い、適切な住宅改修ができるよう、
一級建築士等が訪問や面接等によ
り、引き続き、住宅改修の相談・助
言を行う。また、介護支援専門員と
も連携を取りながら、介護保険によ
る住宅改修制度と高齢者自立支援事
業の住宅改修に関する助言をし、適
切な改修を支援する。

（令和2年度実績）
住宅改修相談・助言に関する年
間延べ人数64人

Ａ

一級建築士による訪問や面接等
により、利用者の不安解消及び
適切な住宅改修の実施がなされ
た。

27

高齢者自立支
援住宅改修給
付事業の推進

住宅改修について、介護保険事業と自
立支援住宅改修給付事業の連携を図
り、在宅高齢者の方の住宅環境の整備
を支援します。住宅改修の助成制度に
ついて周知拡大の工夫に努め、住宅改
修の需要に応じるようにします。

介護福
祉課

住宅改修について、介護保険による
住宅改修制度と自立支援住宅改修給
付事業の連携を図り、在宅高齢者の
住宅環境の整備を支援する。また、
住宅改修の助成制度について普及啓
発に努める。

（令和2年度実績）
合計26件（予防給付：手すり取
付け2件、洋式便器への取替え1
件、設備給付：浴槽の取替え18
件、流し・洗面台の取替え2件、
便器の洋式化3件）

Ａ

高齢者福祉のしおり等をはじめ
とした各媒体での周知を行った
他、地域包括支援センターへの
周知も行った。当該事業の他
に、介護保険の住宅改修制度を
単独または併用して利用する方
も大勢おり、必要な方々に給付
ができていると考えている。

28

家具転倒防止
器具等取付の
推進

６５歳以上のひとり暮らし高齢者の方
または高齢者の方のみの世帯の家屋
に、家具転倒防止器具を取り付け、災
害時の防災･減災対策を支援します。

介護福
祉課

引き続き、高齢者の防災への意識を
高めてもらうため啓発に努める予定
であるが、新型コロナウイルス感染
症対策のため、事業実施がしばらく
困難な状況があると考えられる。

ＨＰ・「高齢者福祉のしおり」
での周知に加え、消防署に家具
転倒防止器具取付事業のちらし
をお渡しし、高齢者宅に防災点
検等でうかがう際、事業の紹介
をしてもらうなど啓発に努め
た。

Ｂ

家具転倒防止器具取付事業のち
らし等で事業の申込みを行った
方がいたためある程度達成はで
きているが、新型コロナウイル
ス感染症の流行により、利用者
が減少しているため。

29

高齢者住宅の
適正な管理・
運営の継続
※他計画再掲

現在、借り上げを行っている高齢者住
宅について、引き続き適切な管理・運
営を行うとともに、借り上げ期間が満
了する高齢者住宅については、入居者
の方が困窮しないように住宅の確保に
努めます。

まちづ
くり推
進課

現在、借り上げを行っている高齢者
住宅について、引き続き適切な管
理・運営を行うとともに、借り上げ
期間が満了する高齢者住宅について
は、入居者の方が困窮しないように
住宅の確保に努める。

民間住宅、ＵＲ住宅を借上げ、5
箇所158戸を管理
グリーンタウン、他の高齢者住
宅の管理人による安否確認等を
実施。
住宅設備として、冷房、暖房便
座、手すりの設置。

Ａ

今後も引き続き適切な管理・運
営を行っていく。

担当課
番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容
令和２年度

13



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

30

公営住宅の情
報提供体制整
備の継続

市内の高齢者住宅や市営住宅の総合的
な管理を行い、市報、ホームページ等
で最新の情報を随時提供します。

まちづ
くり推
進課

市内の高齢者住宅や市営住宅の総合
的な管理を行い、市報、ホームペー
ジ等で最新の情報を随時提供する。

・市営住宅、高齢者住宅の管
理、募集情報などを提供
・ＪＫＫ（東京都住宅供給公
社）が管理する住宅について、
募集要項配布や情報、連絡先な
どについて広報を行っている。

Ａ

今後も引き続き情報提供を行
う。

まちづ
くり推
進課

都のサービス付き高齢者向け住宅整
備事業において、区市町村関与手続
きを行う。

実績無し。

Ｄ

令和２年度は実績がなかった。
今後も必要の応じて関与手続き
を行う。

介護福
祉課

引き続き介護保険のサービスについ
ての給付適正化を記載した冊子を継
続して案内し、地域密着型サービス
についての周知をおこなう。

介護保険のサービスについての
給付適正化を記載した冊子を継
続して案内し、地域密着型サー
ビスについての周知をおこなっ
た。

Ｂ

地域密着型サービスについての
一定の周知が進んだと考えられ
るため。

32

特別養護老人
ホーム整備の
検討

待機者数の推移を見つつ、特別養護老
人ホームの整備を検討します。

介護福
祉課

引き続き検討をおこなう。 特別養護老人ホームの整備の検
討を行い、令和５年８月の開設
に向けて準備を進めた。 Ａ

令和５年８月に特別養護老人
ホームを開設予定であるため。

31

高齢者の新た
な住まいと住
まい方の検討

番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
令和２年度

高齢社会の進展と併せ、ニーズが高ま
る高齢者の方の新たな住まいと住まい
方について、サービス付高齢者住宅等
も含めて検討を進めます。

14



「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　⑤家族介護者への支援の充実

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

33

介護者の負担
軽減の推進

高齢者の方を介護する家族の方を対象
とした相談、介護教室、交流会、講習
会等の機会を通して、情報の共有化、
介護による身体的・精神的負担の軽減
を図ります。また、緊急を要する理由
で介護者の方が介護ができない時に、
介護が必要な方を一時的に施設で介護
します。

介護福
祉課

介護に関する相談を各地域包括支援
センター及び包括支援係で随時受け
付ける。また、家族介護教室とし
て、要介護高齢者を介護する家族等
に対し、介護方法や介護予防、介護
者の健康づくり等について知識・技
術を習得するための事業を実施す
る。

介護に関する相談を随時地域包
括支援センター及び包括支援係
で受け付けた。また、要介護高
齢者を介護する家族等を対象
に、家族介護教室を4回開催し、
19人が参加した。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影
響で介護教室の参加者が減少し
たことが考えられる。参加者拡
大へ向けた取組の検討が必要で
ある。

43

家族介護継続
支援事業の充
実
※本計画再掲

家族介護継続支援事業等を通して、認
知症高齢者の方を介護する家族の方を
対象に、交流会や講習会等の機会を設
け、認知症の理解や介護者間での情報
を共有します。また、経験談や情報交
換、ストレスを発散することで、介護
による身体的・精神的負担の軽減を図
るためのネットワークづくりをめざし
ます。

介護福
祉課

認知症高齢者の方を介護する家族の
方を対象に、交流会や講習会等を実
施する。

認知症高齢者を介護する家族の
方を対象に、家族介護継続教室
を20回開催し、70人が参加し
た。（新型コロナウイルス感染
症の拡大防止のため3回中止）

Ｂ

定期的な周知活動に加え、更な
る参加促進について取り組みを
検討する。また、新型コロナ
ウィルス感染症の感染拡大防止
のために中止や通常の実施方法
と異なる形式での実施となっ
た。今後はオンライン形式での
実施の可否等について検討す
る。

令和２年度番
号

事業の内容 担当課
事業名称

(☆新規項目)
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　（２）認知症施策の推進
　①認知症施策の推進と理解の醸成

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

34

認知症の理解
促進の充実

認知症になっても地域で住み続けるた
めに、本人・家族の方・地域住民の方
の認知症に関する知識・理解を深めま
す。幅広い世代の方を対象に認知症サ
ポーター養成講座の充実を図ります。
また、認知症の状態に応じ適切なサー
ビスの流れを明らかにした「認知症ケ
アパス」の活用を図ります。そのほ
か、認知症講演会を実施し、認知症に
関する普及啓発を実施します。
＜目標＞
認知症サポーター　年６００人増
認知症講演会　年１回実施

介護福
祉課

地域包括支援センターを中心に認知
症サポーター養成講座を適宜開催
し、認知症に関する理解を深める。
認知症ケアパスは令和２年度中に改
訂予定であり、配布場所や方法など
についても合わせて検討する。
認知症講演会は、集客が期待できる
介護イベント「お元気サミットin小
金井」で実施し、認知症の理解、啓
発に努める。

認知症サポーター養成講座は、
市内小中学校への講座を継続実
施できた。市内学校での開催は5
年目となり定着してきている。
全受講者379人中、小学校１校82
人、中学校１校116人、企業７
人、その他（一般市民等）174人
となった。また、ステップアッ
プ講座では医療・介護関係機関
の協力のもと、認知症の方への
接し方について具体的な助言が
なされた。
認知症安心ガイドブック（ケア
パス）は、市の講座や医療機関
等で配布し活用を図った。
認知症講演会は、2月の「お元気
サミットin小金井」内にて開催
予定であったが新型コロナウイ
ルス感染症の拡大防止のため中
止

Ｂ

引き続き高齢者の介護を担う世
代へ向けての周知を検討してい
く。関係機関との連携をより深
め、幅広い周知及び講座実施を
図る。
認知症安心ガイドブックについ
ては、引き続き、配布場所など
を検討し、更なる周知・活用方
法を検討する。

35

認知症施策事
業推進委員会
の充実

認知症施策についての現状や今後の取
り組みについて検討し、委員会で出さ
れた意見を各種事業等に反映させてい
きます。
＜目標＞
認知症施策事業推進委員会　年２回実
施

介護福
祉課

認知症施策事業推進委員会を年２回
実施する。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、未実施だが、メー
ル等で委員へ意見等を募った上
で、適切に「小金井市認知症安
心ガイドブック」の改訂版を発
行することができた。

Ｄ

引き続き認知症の方本人の意思
が尊重され、できる限り住み慣
れた地域で暮らし続けられると
ともに、その家族が安心できる
よう認知症施策について検討・
推進する。

令和２年度
事業の内容 担当課

番
号

事業名称
(☆新規項目)
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②認知症のケア・医療の充実

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

36

認知症の相
談・支援体制
の充実

認知症の方とその家族の方を支援する
ため、認知症に関する相談窓口である
地域包括支援センターに配置されてい
る認知症地域支援推進員等のさらなる
周知を図ります。また、徘徊をする高
齢者の方を介護する家族の方に対し、
位置情報が検知できる発信機を貸与し
ます。
＜目標＞
発信機貸与　３０件

介護福
祉課

引き続き各事業で認知症ケアパスを
活用し、認知症に関する相談・支援
窓口が地域包括支援センターである
ことを周知、認知症地域支援推進員
につなげていく。

引き続き、徘徊をする高齢者の方を
介護する家族の方に対し、位置情報
が検知できる発信機を貸与してい
く。
また、現状の課題である徘徊高齢者
が発信器を持って外出していただか
なければいけない点を改良し、有料
の靴を購入することにより、靴に発
信器を入れることができる事業者と
も契約を結び、令和２年７月より制
度の充実を図る予定である。
さらに、制度導入前に、現在のサー
ビスを利用している方の中で困って
いる方がいないか等を調べるため、
サービス利用者に対し令和２年４月
にアンケートを実施し、利用者の声
が生きた制度設計を行う予定であ
る。

【包括】
認知症の進行状態に応じた適切
な医療及び介護・高齢者サービ
スの流れ等を示した「小金井市
認知症安心ガイドブック（ケア
パス）」の改訂を行った。各事
業で当該ガイドブックを活用
し、認知症に関する地域の相
談・支援窓口である地域包括支
援センターを周知した。

【高齢】
２年度発信機貸与　６件 Ｂ

37

認知症連携会
議の充実

医師会、市、認知症疾患医療センター
等で構成。小金井もの忘れ相談シート
や認知症初期集中支援事業等の活用に
よる医療機関と連携した事例を検討、
また検討を通じて事業の活用方法を参
加者の方に周知するとともに連携のさ
らなる充実を図ります。

介護福
祉課

認知症連携会議を年2回開催し、多職
種の連携強化を図る。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、未実施

Ｄ

医師会等と連携して実施する必
要があるところ、「実施」とい
う判断に至らなかった。

令和２年度

【包括】
引き続き各事業で認知症安心ガ
イドブックを活用し、認知症に
関する相談・支援窓口が地域包
括支援センターであることを周
知、認知症地域支援推進員につ
なげていく。
【高齢】
目標を大きく下回った。
令和２年４月にアンケート調査
を実施したものの、「本人がい
くら言っても所持してくれな
い」などの声もあり、廃止に
至った例もあった。
発信器を有料の靴に入れるサー
ビスも開始したが、利用者は１
名にとどまっている。
なお、電話で相談があった事例
では、同居の子どもから、「以
前、徘徊があったので、どうい
うものか知りたいと思い電話し
た。今は、新型コロナウイルス
感染症のことがあるので、本人
を一人では出さないように工夫
しているので必要ない」という
話もあったので、新型コロナウ
イルス感染症流行の現状では、
必要ない方もいると思われる。

番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

38

認知症初期集
中支援事業の
充実

認知症の早期診断・早期対応のため
に、認知症地域支援推進員、認知症サ
ポート医によるチームでの訪問を行い
ます。また今後の支援について検討
し、必要に応じて認知症疾患医療セン
ターおよび地域の医療機関と連携を図
ります。

介護福
祉課

認知症が疑われるものの医療等の支
援を受けていない市民を対象に、専
門職によるチームで訪問し、支援を
行う。

認知症が疑われるものの医療等
の支援を受けていない市民3人に
対し、専門職によるチームで訪
問し、支援を行った。

Ｂ

必要に応じて医療サービスにつ
なぎ、家族への助言ができた。
潜在ニーズの早期発見、引き続
き早期対応に努める。

番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
令和２年度
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　③認知症の方と家族を支える地域づくり

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

39

認知症サポー
ター養成講座
の充実

認知症サポーター養成講座の修了者の
方に対し、フォローアップ講座を実施
して、認知症についての理解を深めて
もらうとともに、今後のフォローアッ
プ講座でのボランティア要員としての
協力等、認知症に関わる事業への参画
へつなげていき、住民の方同士による
認知症の方への対応について理解を深
めていきます。
＜目標＞
フォローアップ講座　年１回実施

介護福
祉課

認知症サポーター養成講座の修了者
を対象に年１回以上、ステップアッ
プ講座を実施する。

ステップアップ講座をオンライ
ンにて1回開催し、15人参加し
た。

Ｂ

ステップアップ講座受講者が他
事業のボランティアへとつな
がっていく仕組みの検討が必要
である。

40

認知症地域支
援推進員連絡
会の充実

各地域包括支援センターに配置されて
いる、関係機関の間の連携を図るため
の支援や認知症の方やその家族の方を
支える相談業務等を行う認知症地域支
援推進員、地域の支援者の方、市で連
絡会を開催し、認知症地域支援推進員
の活動について検討します。また、連
絡会を通じて、認知症地域支援推進員
の活動内容を見直し、各種事業等に反
映させていきます。
＜目標＞
認知症地域支援推進員連絡会　月１回
実施

介護福
祉課

認知症地域支援推進員連絡会を月１
回実施し、認知症施策の推進を図
る。

認知症地域支援推進員連絡会を
市担当者も加わり月1回実施（新
型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、2回中止）し、活動内
容の共有及び意見交換を行っ
た。また、推進員だけのワーキ
ンググループを月1回実施（新型
コロナウイルス感染症拡大防止
のため、3回中止）した。

Ｂ

医療機関、介護サービス及び地
域の支援機関が有機的に連携す
るネットワークの形成を図り、
認知症の方及びその家族の支援
を適切に行うため、引き続き、
情報の共有、各種事業の検討等
を行う。

令和２年度番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

41

☆地域の居場
所づくり（認
知症カフェ
等）の実施

認知症カフェ等、認知症の方と家族の
方の居場所づくりの支援について、地
域包括支援センターおよび地域支援推
進員、市内にあるカフェやサロン、社
会福祉協議会、介護事業所、市民団
体、ＮＰＯ、医療機関等と連携し、地
域の実情を考慮しながら、実施に向け
て検討していきます。

介護福
祉課

居場所づくりは継続しながら、その
活動を通じて、認知症カフェが実施
できるよう努める。

ひがし地域包括支援センターが
中心となり、2つの認知症カフェ
を運営。きた圏域、みなみ圏域
及びにし圏域に１か所ずつ新規
に認知症カフェを設置し、運営
を開始した。

Ａ

予定通り実施したため。

42

やすらぎ支援
（認知症高齢
者家族支援活
動）の充実

軽度の認知症状が見られるおおむね６
５歳以上の方等に対し、認知症につい
ての研修を受けたボランティアの方が
自宅を訪問し、話し相手となり、本人
への働きかけを行うとともに、その
間、家族の方が介護から離れる時間を
提供します。ボランティアの方および
家族の方の交流の場を設け、出された
意見を今後の事業の充実にいかしてい
きます。
＜目標＞
交流会　年１回以上の実施

介護福
祉課

事業の実施により、本人及び家族へ
の支援を行うとともに、ボランティ
アを養成し、ボランティアの交流会
も年1回以上実施し、事業の充実を図
る。

新型コロナウィルス感染症拡大
防止のため、訪問の代替措置と
して事務局からの電話による傾
聴、手紙の送付等を実施した。
訪問回数96回（電話を含む。）
　支援員の交流会は新型コロナ
ウィルス感染症拡大防止のた
め、未実施 Ｂ

新型コロナウィルス感染症の感
染拡大防止の対策をしつつ電話
やお手紙などで声掛けの支援を
継続する。

43

家族介護継続
支援事業の充
実

家族介護継続支援事業等を通して、認
知症高齢者の方を介護する家族の方を
対象に、交流会や講習会等の機会を設
け、認知症の理解や介護者間での情報
を共有します。また、経験談や情報交
換、ストレスを発散することで、介護
による身体的・精神的負担の軽減を図
るためのネットワークづくりをめざし
ます。

介護福
祉課

認知症高齢者の方を介護する家族の
方を対象に、交流会や講習会等を実
施する。

認知症高齢者を介護する家族の
方を対象に、家族介護継続教室
を20回開催し、70人が参加し
た。（新型コロナウイルス感染
症の拡大防止のため3回中止）

Ｂ

定期的な周知活動に加え、更な
る参加促進について取り組みを
検討する。また、新型コロナ
ウィルス感染症の感染拡大防止
のために中止や通常の実施方法
と異なる形式での実施となっ
た。今後はオンライン形式での
実施の可否等について検討す
る。

令和２年度番
号

担当課
事業名称

(☆新規項目)
事業の内容
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　（３）在宅医療と介護の連携の推進
　①在宅医療をサポートする体制づくり

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

44

在宅医療・介
護連携支援室
の充実

医療と介護のサービスが包括的かつ継
続的に提供されるために、医療機関、
薬局、地域包括支援センター、介護
サービス事業所等の関係機関を対象に
相談対応や研修の実施等により関係機
関同士の連携を図ります。

介護福
祉課

引き続き、在宅医療・介護連携に関
する相談、在宅医療・介護連携に関
する研修等を３回、関係機関の情報
共有に関する研修を１回開催する。

在宅医療・介護連携に関する相
談を42件受けるとともに、在宅
医療・介護連携に関する研修等
を3回、関係機関に対し、新型コ
ロナウイルス感染症に関するア
ンケートを１回実施した。

Ｂ

医療と介護に関わる関係機関の
連携構築、研修や情報共有等、
顔の見える関係づくりができ
た。更に広く連携や情報共有を
していくと共に市民に対しても
在宅医療についての周知を行っ
ていく必要があると考える。

45

在宅医療・介
護連携推進会
議の充実

医療と介護の連携推進について、会議
を開催し、医師会、歯科医師会、薬剤
師会等を含んだ各関係機関の代表の方
が委員となり課題を抽出、検討するこ
とで、さらなる連携の推進を図り、医
療と介護の切れ目のないサポートを充
実させます。
＜目標＞
在宅医療・介護連携推進会議　年３回
実施

介護福
祉課

在宅医療・介護関係機関の連携促進
等について、引き続き協議し、在宅
医療・介護連携推進事業の８つの実
施項目の更なる充実を図るよう努め
る。

Ｂ

年3回の在宅医療・介護連携推進
会議を経て、小金井市の在宅医
療・介護連携推進事業の基本方
針を定めることができた。在宅
医療・介護関係機関の連携促進
等について、引き続き協議する
必要がある。

令和２年度

次のとおり在宅医療・介護連携推進会
議を3回実施した。
【第1回】
⑴　小金井市在宅医療・介護連携支援
室の令和元年度実績について（報告）
⑵　進捗を把握するための指標（案）
の更新について
⑶　基本方針の検討
⑷　令和２年度お元気サミットin小金
井について
【第2回】
⑴　地域の課題分析のための指標につ
いて
⑵　小金井市在宅医療・介護連携推進
のための基本方針（案）について
⑶　４つの場面を意識した連携の推進
について
⑷　在宅療養リーフレットの確認
⑸　令和２年度お元気サミットin小金
井について
【第3回】
⑴　令和３年度小金井市在宅医療・介
護連携推進会議の体制について
⑵　在宅療養リーフレットの配布先確
認
⑶　令和２年度お元気サミットin小金
井について

事業の内容 担当課
事業名称

(☆新規項目)
番
号
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②在宅医療・介護連携のための情報共有

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

46

在宅医療資源
マップの充実

医療資源を調査し、医療資源マップとし
てまとめ、市民および各関係機関へ配布
し、医療資源の普及啓発を行い、在宅医
療の推進を図ります。第７期中に内容を
見直し、より充実したマップの作成を図
ります。

介護福祉
課

医療資源マップの改訂を行い、普及・啓
発に努める。

医療資源マップの改訂を行い、医療
資源の普及啓発に努めた。併せて、
介護施設一覧も掲載し、医療・介護
の連携に努めた。

Ｂ

小金井市医師会等と連携し、掲載内
容に係る更なる検討を行う必要があ
る。

47

在宅医療・介
護多職種連携
の研修会の充
実

医療機関、薬局、地域包括支援セン
ター、介護サービス事業所等の関係機関
を対象に顔の見える関係づくりをめざし
研修を行います。また、医療・介護関係
者の方向けに医療と介護の連携に関する
研修を実施し、さらなる連携の推進を図
ります。
＜目標＞
関係機関向け研修会　年１回実施
医療・介護関係者向け研修会　年３回実
施

介護福祉
課

関係者向けの研修会を年４回実施する。

⑴　多職種連携の向上に係る研修会　年
3回実施
⑵　関係機関の情報共有に関する研修
年1回実施

在宅医療・介護連携に関する相談を
42件受けるとともに、在宅医療・介
護連携に関する研修等を3回、関係
機関に対し、新型コロナウイルス感
染症に関するアンケートを１回実施
した。

Ｂ

医療と介護に関わる関係機関の連携
構築、研修や情報共有等、顔の見え
る関係づくりができた。更に広く連
携や情報共有をしていくと共に市民
に対しても在宅医療についての周知
を行っていく必要があると考える。

令和２年度事業名称
(☆新規項目)

番
号

事業の内容 担当課
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　③在宅医療のための市民啓発

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

48

在宅医療リー
フレットの充
実

在宅医療に関するリーフレットを市民
の方および各関係機関へ配布し、普及
啓発を図ります。第７期中に内容を見
直し、市民の方がより理解しやすいも
のに改良していきます。

介護福
祉課

在宅療養に関するリーフレット「住
み慣れた街に住み続けるために」の
改訂を行い、普及・啓発に努める。

在宅療養に関するリーフレット
「住み慣れた街に住み続けるた
めに」の改訂を行い、普及・啓
発に努めた。

Ａ

予定通り実施したため。

49

在宅医療に関
する市民啓発
（市民向け講
演会）の充実

市民の方向けに在宅医療に関する理解
を深める内容の講演会を実施し、普及
啓発を図ります。
＜目標＞
講演会　年１回実施

介護福
祉課

実行委員会形式を採用し、準備段階
から関係機関の連携を図る等、開催
の在り方を含めた検討を行う。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、実施せず

Ｄ

参加対象者が高齢者であり、Ｉ
ＣＴ活用が未熟な方が多いた
め、オンライン実施についても
検討したが、実施に至らなかっ
た。

令和２年度
担当課

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容
番
号
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　（４）生活支援体制整備の推進
　①生活支援体制整備事業の推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

50

地域課題解決
方法の協議
（地域ケア会
議）の充実

生活支援体制整備事業第１層・第２層
協議体および各日常生活圏域で行われ
た小地域ケア会議で出された地域課題
について検討し、市全体で解決に向け
て取り組む必要がある課題について
は、市全体レベルの地域ケア会議にて
検討を行い、課題を施策に反映しま
す。

介護福
祉課

自立支援・重度化防止に資する個別
地域ケア会議を充実し、地域のケア
マネジメント力や地域課題把握の向
上を図る。また、総合事業で新規
サービスの創設を検討する際には、
地域ケア会議と連携するような仕組
みを調整する。
小地域ケア会議・市レベルの地域ケ
ア会議を通じて政策課題が表出して
くるような会議運営を目指す。

生活支援事業協議体（１層協議
体）において、各日常生活圏域
よりあがった地域課題を整理
し、市の地域課題として２層協
議体（小地域ケア会議）で具体
的に検討し、また検討結果を１
層協議体で整理するという仕組
みを調整することができ、今ま
でより多くの２層協議体を開催
することができた。
また、令和３年度よりモデル事
業として実施する短期集中サー
ビス（サービスＣ）と個別地域
ケア会議を連携させる仕組みを
調整することができた。

Ｂ

２層協議体（小地域ケア会
議）、個別地域ケア会議を通じ
て政策課題を提言できるような
会議運営を目指す必要があるた
め。

51

生活支援コー
ディネーター
によるマッチ
ングやネット
ワークづくり
の充実

各地域包括支援センターに配置されて
いる生活支援コーディネーターが中心
となって、高齢者の方のニーズを把握
し、地域資源のマッチングを行うとと
もに、担い手や居場所づくりの創出に
努めます。また、地域資源をまとめた
情報冊子を作成し、毎年情報を更新
し、地域の高齢者の方に情報提供しま
す。そのほか、社会福祉協議会に配置
されている地域福祉コーディネーター
とも連携し、多世代に共通したニーズ
にも対応していきます。

介護福
祉課

第1、2層コーディネーターを中心
に、地域課題やニーズの把握に努
め、生活支援連絡会や協議体を通じ
て必要なサービスの調整や地域資源
の掘り出しを進める。
担い手の育成等の課題については、
社会福祉協議会等の関係機関と連携
して対応する。

地域資源をまとめた情報冊子と
して、当該年度はより市民の方
にわかりやすいものとなるよう
各日常生活圏域ごとにまとめた
「地域とつながる応援マップ」
を作成し、２層コーディネー
ターを中心に市民・関係機関等
へ周知、配布を行った。
２層コーディネーターより毎月
活動報告を提出してもらい、生
活支援連絡会の時に地域課題や
ニーズを共有することができ
た。

Ｂ

各地域の地域課題やニーズの共
有から必要なサービスの調整や
地域資源の掘り出しまでは進め
られなかったため。

令和２年度番
号

担当課事業の内容
事業名称

(☆新規項目)
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

52

地域で活動す
る担い手育成
の推進

市デイサービス認定サブスタッフ養成
事業を事業所の協力のもと実施し、介
護予防や地域について学びながら、デ
イサービスで職員の補助として活動す
る元気な高齢者の方（サブスタッフ）
を各協力事業所に配置することをめざ
します。サブスタッフは、デイサービ
スにおいて通所型サービスの担い手と
して活動します。また、市認定ヘル
パー養成事業も実施し、市が独自に実
施する研修（高齢者の方の基礎知識や
家事援助の技術等）を受けた認定ヘル
パーを養成します。認定ヘルパーは、
訪問型サービスの担い手として活動し
ます。
＜目標＞
サブスタッフを各協力事業所に５人以
上配置

介護福
祉課

市認定ヘルパーやサブスタッフ等の
新たな担い手を有効活用しながら介
護予防・生活支援サービスをさらに
推進するため、総合事業全体の見直
しを図り、ボランティアなどによる
通いの場（通所型サービスB）や短期
集中予防サービス（サービスC)の創
設についても検討する。

新型コロナウイルス感染症の影
響により、市認定ヘルパーやサ
ブスタッフの養成を行うことが
できなかった。しかし、サブス
タッフを新たな地域活動の担い
手（介護予防リーダー）になっ
てもらうための調整や短期集中
サービス（サービスＣ）の創設
について検討することができ、
令和３年度より実施予定であ
る。 Ｂ

担い手の育成の推進のみではな
く、総合事業全体として、どの
ように進めていくかという視点
をもって調整していく必要があ
るため。

53

生活支援体制
整備に係る地
域活動支援の
充実

各地域包括支援センターに配置されて
いる生活支援コーディネーターが、住
民の方が行う高齢者の方のための地域
資源立ち上げや運営等について、各種
情報提供や相談等を受けます。

介護福
祉課

生活支援コーディネーターに研修等
の情報提供をするとともに、コー
ディネーターは立ち上げを希望する
住民等の情報の収集を行い、対象者
がいた場合にはコーディネーターの
役割について説明するとともに、支
援を実施する。

研修等の情報提供は積極的に行
うことができた。
新型コロナウイルスの影響で、
新たな通いの場の立ち上げを希
望する情報はあまりなかった
が、コロナ禍での新たな活動運
営についての相談等に対し住民
の声に丁寧に対応し、情報提供
や相談を行うことができた。

Ｂ

引き続き新型コロナウイルスの
影響による新たな日常生活様式
における通いの場の運営等につ
いて、情報提供・相談を丁寧に
行っていく必要があるため。

令和２年度
事業の内容 担当課

番
号

事業名称
(☆新規項目)
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　３　地域の支え合いの輪の拡充
　（１）地域づくり・支え合い活動の推進
　①地域づくりの推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

54

日常生活圏域
別地域づくり
の推進

生活支援体制整備事業第２層協議体に
おいて、市全体と各日常生活圏域の地
域課題を検討し、地域づくりを視野に
入れた介護予防、生活支援の推進を図
ります。

介護福
祉課

引き続き、２層協議体であがった地
域の課題を生活支援連絡会・協議体
で検討し、介護予防・生活支援の推
進にむけた具体的取り組みを調整し
ていく。

今までより各日常生活圏域にお
いて２層協議体を実施すること
ができた。

Ｂ

２層協議体から地域の課題をあ
げ、生活支援連絡会・１層協議
体で検討し、生活支援の推進に
むけ具体的に取り組んでいく必
要があるため。

50

地域課題解決
方法の協議
（地域ケア会
議）の充実
※本計画再掲

生活支援体制整備事業第１層・第２層
協議体および各日常生活圏域で行われ
る小地域ケア会議で出された地域課題
について検討し、市全体で解決に向け
て取り組む必要がある課題について
は、市全体レベルの地域ケア会議にて
検討を行い、課題を施策に反映しま
す。

介護福
祉課

自立支援・重度化防止に資する個別
地域ケア会議を充実し、地域のケア
マネジメント力や地域課題把握の向
上を図る。また、総合事業で新規
サービスの創設を検討する際には、
地域ケア会議と連携するような仕組
みを調整する。
小地域ケア会議・市レベルの地域ケ
ア会議を通じて政策課題が表出して
くるような会議運営を目指す。

生活支援事業協議体（１層協議
体）において、各日常生活圏域
よりあがった地域課題を整理
し、市の地域課題として２層協
議体（小地域ケア会議）で具体
的に検討し、また検討結果を１
層協議体で整理するという仕組
みを調整することができ、今ま
でより多くの２層協議体を開催
することができた。
また、令和３年度よりモデル事
業として実施する短期集中サー
ビス（サービスＣ）と個別地域
ケア会議を連携させる仕組みを
調整することができた。

Ｂ

２層協議体（小地域ケア会
議）、個別地域ケア会議を通じ
て政策課題を提言できるような
会議運営を目指す必要があるた
め。

55

☆地域の居場
所づくり（カ
フェ、サロン
等）の実施

地域の居場所づくりについて、市内の
地域包括支援センター、社会福祉協議
会、介護事業所、市民団体、ＮＰＯ、
医療機関等と連携し、分析を行い、今
後の地域の居場所づくり（カフェ・サ
ロン等）の実施を進めます。
＜目標＞
地域の居場所を各圏域１つ以上の増設

介護福
祉課

社会福祉協議会の地域福祉コーディ
ネーターや認知症支援推進員等の地
域資源を把握している機関等の確認
と連携を進め、ニーズに即した居場
所の創設に努める。

新型コロナウイルス感染症の影
響で居場所を休止しているとこ
ろも多かった。
地域とつながる応援マップ掲載
団体数　128

Ｂ

引き続き、関係機関と密に連携
を取りながら身近で行きやすい
居場所づくりの実施を進めてい
く必要があるため。

令和２年度番
号

事業名称
(☆新規項目)

担当課事業の内容
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②ボランティア活動支援

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

12

さくら体操の
推進
※本計画一部
再掲

市内在学・在勤で講座終了後週１回程
度活動できる方を対象に、介護予防の
基礎知識を広く習得し、さくら体操の
自主グループで活動するボランティア
（介護予防リーダー）を養成する講座
を年１回実施します。
＜目標＞
介護予防リーダー養成　年１０人以上

介護福
祉課

緊急事態宣言を受けすべての会場で
体操を自粛しており、参加者の心身
機能の低下が懸念されるため。当面
はこれを防ぐための事業を実施す
る。
4月にリハ職と連携し、屋内で可能な
簡単な体操を作成。市報（予定）
HP、チラシ等で周知を図っている。
また、参加者の一部にアンケートを
実施し、回答内容に応じて介護予防
に関する情報提供を行う。
これらの内容については、さくら体
操参加者だけではなく、広く市民に
周知し市内全体の高齢者の介護予防
につなげる。

緊急事態宣言下においては、リ
ハ職の協力を得て作成した自宅
で可能な体操の周知と、簡易的
なアンケートを実施した。
同宣言解除後は、再開へのアプ
ローチとして、消毒作業や感染
予防に関する説明会の実施や、
医療職者による会場の巡回指導
を行い、参加者の不安の解消に
努めた。
また、感染予防により使用でき
ない会場も生じたため、可能な
範囲で代替の会場を確保し、参
加機会の担保を図った。

Ｂ

数値目標を達成することはでき
なかったが、現状の参加者を減
少させない取り組みを中心に実
施した。
今後は参集によらない実施方法
（屋外、オンライン）の推進
や、体操が可能な会場の確保に
努め、一人でも参加者を多くで
きるよう事業を進める。
また、介護予防リーダーの養成
についても、他事業との連携に
より増員できるよう検討してい
く。

56

ボランティア
センターでの
活動支援の継
続
※他計画再掲

社会福祉協議会にてボランティアセン
ターを設置し、ボランティア活動の情
報提供、活動支援を行います。

地域福
祉課

ボランティア活動・団体運営に関す
る相談及び講座の企画運営、器材の
貸出、市民活動助成金、広報紙「ぼ
らんてぃあこがねい」の発行並びに
ホームページによる情報発信を行
う。

新型コロナウイルスの影響によ
り中止となった講座等の事業も
あったが、市民活動まつりをオ
ンラインで開催するなど工夫し
た。ボランティアに関する相談
支援、広報紙による情報発信、
市民活動助成金の事業を行った
ほか、市内学校での福祉器具の
貸出・説明・体験を実施した。

Ａ

例年の活動の他、オンラインの
活用等の工夫をし開催した。

令和２年度事業名称
(☆新規項目)

番
号

担当課事業の内容
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令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

57

介護支援ボラ
ンティアポイ
ント事業の推
進

６５歳以上の元気な高齢者の方を対象
にボランティア活動を通じて、自身の
健康増進、介護予防および社会参加活
動を推進するための介護支援ボラン
ティアポイント事業について、より多
くの方に参加いただくとともに、参加
事業所も増やし、事業の拡充を図りま
す。
＜目標＞
登録者　４００人以上
参加事業所　３０事業所以上

介護福
祉課

登録者と参加事業所の増加に向け
て、昨年度の取り組みで効果のあっ
たものについては引き続き実施し、
見直しが必要なものは適宜改善を図
る。

新型コロナウイルス感染症の影
響により、ボランティアの受入
れができない事業所が多く、活
動できた登録者は少なかった。
そのため、登録者と協力事業所
にアンケートを実施し、登録者
の心身の状況や事業所でどのよ
うな活動でなら受入れが可能か
などを集約した。
結果は登録者及び事業者へ返送
し、登録継続の動機付けや、可
能な活動の情報提供を行った。
また、登録者への通知等につい
ても例年より積極的に実施し、
再開時に円滑な活動につなげら
れるよう努めている。
登録者　２５７人
参加事業所　３４事業所

Ｂ

数値目標を達成することはでき
なかったが、現状の登録者を減
少させない取り組みを中心に実
施した。
今後は、オンラインを活用した
ボランティアの取り組みなどを
協力事業所や委託先と検討す
る。

令和２年度番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
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（２）高齢者の見守り支援の充実
　①行政による見守り支援

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

58

緊急通報シス
テム・火災安
全システム機
器の貸与の推
進

６５歳以上のひとり暮らし、６５歳以
上のみ世帯（日中又は夜間のみ独居も
可）で、慢性疾患等で常時注意が必要
な方に、利用者の要望に応じ無線発報
器等を貸与します。

介護福
祉課

引き続き、慢性疾患により常時注意
が必要な高齢者に対し、システムに
より、24時間見守りを行う。非常時
において、警備会社、利用者間相互
の連絡体制により、重症化を未然に
防ぐよう努める。また、火災安全シ
ステムについては、民間緊急通報シ
ステムに付帯する火災センサーで対
応していく。
しかし、現在申し込みをいただいて
いる方についても、「設置工事に来
てもらうのが怖い」という方につい
ては設置を保留している状況であ
り、新型コロナウイルス感染症にど
のように対応していくか、検討する
必要がある。

見守りの必要な高齢者に対し無
線発報器等の貸与を行った。

無線発報器等貸与　６２件

Ａ

見守りの必要な高齢者に対し無
線発報器等の貸与を行ったた
め。

地域福
祉課

引き続き近隣住民・商店・医療機関
などと協力し本人をめぐるネット
ワークを民生委員と構築し、見守り
支援体制を整備していく。

近隣住民・商店・医療機関など
と協力し本人をめぐるネット
ワークを民生委員と構築し、見
守り支援体制の整備を図った。 Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、対面での訪問活動
を大幅に自粛した。今後はコロ
ナウイルスに留意しながら対面
での訪問も再開する必要があ
る。

介護福
祉課

例年通り、75歳・80歳の対象者を訪
問して一人暮らし・高齢者のみ世帯
など見守りを必要とする方を把握
し、近隣関係者とともに見守り支援
のネットワーク体制を構築する。

今年度も、対象者宅を民生委員
が訪問。ただし、対象者及び民
生委員の感染を防ぐため、対面
ではなく必要資料を投函する方
法での実施とした。 Ａ

適切な訪問活動により、対象者
を把握し、必要者のネットワー
クの加入を促すことができたた
め。

令和２年度

高齢者地域福
祉ネットワー
ク事業の充実
※他計画再掲

番
号

事業名称
(☆新規項目)

担当課事業の内容

59

地域の相談役として市民の方と行政、
関係機関との橋渡しの役割を担う民生
委員が、対象者の方本人の意思確認の
上作成した、対象者の方本人の個人情
報や家族の方の緊急連絡先等が記載さ
れた個人票をもとに、市が対象者の方
の緊急連絡先を把握し、必要に応じ
て、関係機関等へ情報提供を行い、情
報共有を図ることで、高齢者の方の実
態把握や見守り、支援の協力体制をつ
くります。
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令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

60

高齢者見守り
支援事業の推
進

ひと声訪問、友愛活動、高齢者福祉電
話の貸与により、ひとり暮らしの方等
の安否確認を推進します。
＜目標＞
友愛活動活動員　５人
友愛活動利用者数　１０人

介護福
祉課

引き続き、超高齢社会の進展によ
り、住み慣れた地域に高齢者が安心
して住み続けることへの対応とし
て、ひと声訪問（牛乳の配達）、友
愛活動員の訪問、高齢者福祉電話の
給付をもって、高齢者への見守りを
行い、セーフティーネットとしての
役割を果たすこととする。また、ひ
と声訪問、友愛活動、高齢者福祉電
話の貸与により、ひとり暮らしの方
等の安否確認を推進する。
※　各事業について、新型コロナウ
イルス感染症の影響について検討す
る。

令和２年度
ひと声訪問（牛乳の配達）２
１，６２１本を１，７７５世帯
に配達（本数・世帯数ともに延
べ）

友愛活動活動員　６人
準友愛活動活動員　２人

友愛活動利用者数　８人
準友愛活動利用者数　１１人
　
高齢者福祉電話利用者数　１５
人

Ａ

概ね、目標を達成することがで
きたため。
なお、新型コロナウイルス感染
症の影響により、新規の友愛活
動事業の申込みについては、電
話訪問のみの準友愛活動事業
（委託事業者のシルバー人材セ
ンター会員が準友愛活動員とな
る。）の受付をすることとして
いる。当初より友愛活動事業を
ご利用の方については、継続し
て友愛活動員の訪問（電話訪問
も含む）を続けている。
友愛活動以外のひと声訪問・高
齢者福祉電話の利用についても
大きな課題はないため、引き続
き推進していく。

61

避難行動要支
援者支援体制
の充実
※他計画再掲

災害時等に自力で避難することが困難
で、家族の方等の支援を受けられない
高齢者の方等を「避難行動要支援者」
として、避難行動要支援者名簿を作成
し、災害に備えた地域の協力体制づく
りのために必要な情報として、市の関
係部署、消防署、民生委員等関係機関
と共有します。
また、避難行動要支援者の方に対し
て、地域の方に「支援者」となってい
ただき、見守りや安否確認、避難支援
の体制を整備し、安心して暮らせるま
ちづくりをめざすためのモデル地区事
業を実施しており、このモデル地区事
業の推進を通じ、支援体制のさらなる
充実を図ります。

地域福
祉課

引き続き関係機関、地域の町会・自
治会等と情報共有し、自助・共助に
よる支援体制の整備を図る。

新規で避難行動要支援者名簿の
対象となる方に対して申請書等
を送付するなど、支援体制の整
備を図った。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡大
のため、民生委員による対面で
の訪問活動を大幅に自粛した。
今後はコロナウイルスに留意し
ながら訪問活動の再開を検討す
る必要がある。

令和２年度番
号

担当課
事業名称

(☆新規項目)
事業の内容
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　②地域のネットワーク

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

62

事業者との連
携による見守
りの推進

地域から孤立しがちな高齢者の方が、安
心して暮らせる地域社会の構築のため
に、民間事業者等と連携し、見守りが必
要な高齢者の方の発見や安否確認に努め
ます。市内の商店等に協力を依頼し、見
守り協定をより地域性の高いものにしま
す。
＜目標＞
協定事業者数の増加

介護福祉
課

引き続き、民間事業者と協定締結を行
い、民間事業者の協力による緩やかな見
守り体制の構築に努める。
また、昨年度実施した協定締結事業者と
本市の連絡会を続けていけるよう、令和
３年度の事業開始を目指し、準備を行う
予定であるが、令和元年度のような対面
での連絡会の開催は新型コロナウイルス
感染症の影響で困難であるため、対面で
なく開催できる方法を検討する。

令和２年度に協定を結んだ事業者
数：３事業者

令和３年度から、毎年度、継続的に
協定締結事業者と連絡をとっていけ
るよう、「見守り通信」（経済課の
消費生活関係の情報も掲載予定）を
市で作成し、事業者に送付する事業
を開始する予定で、予算措置してい
る。

Ａ

新型コロナウイルス感染症のなか、
協定締結を行えたため。
また、令和３年度から、毎年度、協
定締結事業者と連絡をとれるよう、
予算措置した点が評価できると考え
たため。

20

住民主体の活
動の推進
※本計画再掲

市および各地域包括支援センターに配
置されている生活支援コーディネー
ターが中心となって、介護予防につな
がる活動等に取り組むボランティアや
市民団体等、地域人材の発掘･連携に
努めます。新たに活動を始めたい方や
団体に向けたマッチング、立ち上げ支
援、組織づくり・拠点づくり支援等に
より、各圏域の実情に合った住民主体
の取り組みを試行し、多様なサービス
や通いの場づくりにつなげていきま
す。
＜目標＞
住民主体の取り組みの試行　４圏域

介護福
祉課

第1、2層コーディネーターを中心
に、地域課題やニーズの把握に努め
るとともに、通いの場などへの支援
を実施し、社会福祉協議会などの関
係機関と連携しながら住民主体の活
動の推進を図る。

第2層生活支援コーディネーター
が活動や2層協議体（小地域ケア
会議）を通じて、圏域の課題解
決やニーズの把握に努め、小地
域ケア会議については、昨年度
より多くの回数を実施すること
ができた。
また、視覚的に地域の活動団体
を紹介できるツールである「シ
ニアのための地域とつながる応
援マップ」を作成した。

Ｂ

新型コロナウイルス感染症によ
り、通いの場等の活動が縮小し
ている現状に対して、どのよう
な方法で各活動を支援できるか
を継続的に検討していく必要が
ある。

令和２年度番
号

事業の内容
事業名称

(☆新規項目)
担当課
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令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

63

見守り支援の
協力体制の検
討

認知症高齢者の方の所在が不明になる
等、緊急時に地域福祉関係者等が中心と
なって、地域で捜索に協力できる見守り
支援の協力体制を検討するとともに、引
き続き、各関係機関との連携強化を図り
ます。

介護福祉
課

「高齢者地域福祉ネットワークに登録し
ている満75歳以上の一人暮らし高齢者、
満75歳以上の高齢者のみ世帯の高齢者、
要介護３から５の認定のある方」の情報
を地域福祉課へ提供する。

「高齢者地域福祉ネットワークに登
録している満75歳以上の一人暮らし
高齢者、満75歳以上の高齢者のみ世
帯の高齢者、要介護３から５の認定
のある方」の情報を地域福祉課へ提
供した。 Ａ

事業対象の部分については、関係課
と適切な連携が図れているため。

令和２年度
担当課事業の内容

事業名称
(☆新規項目)

番
号
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（３）権利擁護の推進
　①権利擁護事業の推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

介護福
祉課

経済課と連携し、市内高齢者に対し
て消費者被害の防止を呼び掛けてい
く。また、経済課で行う事業の周知
については、小地域ケア会議以外に
も、事業者に向けて情報が発信でき
る方法を検討し、実施する。

相談事例において、消費者被害
が疑われる場合などは、経済課
消費生活相談室と連携するよ
う、地域包括支援センターへの
周知に努めた。 Ｂ

相談窓口として、地域包括支援
センターとの情報共有等はでき
ているが、事業者等への情報発
信の方法などについて不十分な
部分があると思われるため。

経済課 引き続き高齢者見守り協力者向けの
講座について、高齢者（見守り利用
者）、見守り協力者（包括支援セン
ター、介護事業所職員、民生委員
等）が個別にまたは一緒に受講可能
な講座を開催していく。包括支援セ
ンターや介護施設等で実施される事
業に参加し、利用者やその家族、福
祉関係職員向けに講座を実施する。

高齢者向けの消費者被害をテー
マにした講座を12回（参加者１
８２人）、あんしん見守りガイ
ドを用いての高齢者見守り協力
者向けの講座を4回（１１９人）
実施した。

Ｂ

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため少人数、短時間での講
座開催とした。参加人数は前年
と比較すると236人減となった
が、コロナ禍における最新事例
を通じて被害の状況や手口をお
伝えすることができ、被害の未
然防止の啓発、注意喚起を行う
ことができた。

65

福祉サービス
苦情調整委員
制度の継続
※他計画再掲

福祉サービスに対する市民の方からの
苦情に公平かつ適正に対応し、信頼性
と福祉の向上をめざすことを目的とし
て設置された福祉オンブズマン制度に
ついて周知を図ります。

地域福
祉課

市報・ホームページにおける広報の
ほか、苦情処理の流れを示したリー
フレットを市内各施設に設置し、周
知を図っていく。

市報・ホームページにおける広
報のほか、苦情処理の流れを示
したリーフレットを作成し、市
内各施設に設置し周知を行っ
た。

Ａ

周知の結果、苦情相談等の件数
は10件。事務局が対応して委員
への相談に至らなかった件数は
38件。委員の丁寧な対応と適切
なアドバイスにより、多くは相
談者の納得を得られている。
また、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため、委員が講師
を務める研修は中止となった
が、職員の業務の円滑な運営と
窓口対応技術の向上を図るため
実施する必要がある。

64

消費者被害の
防止の推進

高齢者の方および高齢者の周囲の方
（見守り協力者の方）向けに消費者講
座を開催し、悪質商法の最新手口や対
処法についての周知や注意喚起を行い
ます。また、地域包括支援センター、
介護サービス事業所、市介護福祉課お
よび消費生活相談室等の関係機関が協
力して情報共有を含めた協力体制を促
進し、高齢者の方の消費者被害防止の
ための体制強化を図ります。

事業名称
(☆新規項目)

担当課
番
号

事業の内容
令和２年度
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

66

権利擁護セン
ター利用の推
進
※他計画再掲

権利や財産を守ること等を目的とし、
認知症高齢者の方や要介護高齢者の方
等で判断能力に不安のある方に対し、
成年後見制度推進事業や地域福祉権利
擁護事業（日常生活自立支援事業）を
行っている権利擁護センターの利用の
推進を図ります。

地域福
祉課

判断能力が不十分な方に権利や財産
を守ること等を目的として地域福祉
権利擁護事業（日常生活自立支援事
業）や成年後見制度を継続実施し、
その方々の意思決定等を支援する。
また、権利擁護に関する相談を中心
に、市民後見人の養成や成年後見人
を取り巻く環境の改善のためのネッ
トワークの構築、市民に広く成年後
見制度等を知っていただくための講
演会などを企画実施する。

生活保護受給者が金銭管理等の
支援が必要な場合は、権利擁護
センターを紹介し利用につなげ
た。受給者がセンターを利用し
ている場合は、その受給者につ
いてセンター職員と情報交換を
し、協力して支援を行った。成
年後見制度の利用が必要となっ
た方の状況確認や、今後の方向
性についてセンター職員や他課
と連携し、支援の方策を検討し
た。

認知症のある高齢者や要介護高
齢者の相談業務を行い、日常生
活自立支援事業の利用へつなげ
た。特に成年後見制度を必要と
する認知症高齢者や虐待高齢者
に対し、必要に応じて、権利擁
護センターの持つ機能を紹介
し、利用につなげることがで
き、より連携した対応が可能に
なった。

Ａ

市と権利擁護センターで、日常
的に密に連携を取り、協力して
支援を行った。

市民に対し必要な情報提供がで
き、適切に権利擁護センターと
の連携協力体制ができた。

番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
令和２年度
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「第７期介護保険・高齢者保健福祉総合事業計画」事業進捗状況評価表

　②高齢者虐待防止の推進

令和２年度

事業予定 事業実績
事業
評価 評価の理由

67

高齢者虐待防
止の推進

虐待を受けた高齢者の方を適切に保護
するため、関係機関等と連携し、迅速
な対応ができる体制を整備します。ま
た、「小金井市高齢者虐待対応マニュ
アル」を活用するほか、市民の方に対
しても市報等により、高齢者虐待につ
いての啓発や虐待対応窓口の周知を図
ります。高齢者虐待が疑われる場合
は、必要に応じて、介護の必要な高齢
者の方を一時的に保護し、養護者の方
に対しては、介護負担軽減等の適切な
支援を図ります。

介護福
祉課

平成２９年度に改定した小金井市高
齢者虐待対応関係者向けマニュアル
を用いて、関係機関に高齢者虐待へ
の対応を周知していく。また、高齢
者虐待が疑われる場合は、必要に応
じて、介護の必要な高齢者の方を一
時的に保護し、養護者の方に対して
は、介護負担軽減等の適切な支援を
図っていく。

虐待事例の対応や事例検討会の
中で、高齢者虐待、またその支
援について、マニュアルを用い
て地域包括支援センター職員と
理解を深めることができ、その
上で市職員や地域包括支援セン
ターが関係機関と連携して対応
した。
事例検討会：年2回実施

Ｂ

高齢者虐待についてより広く市
民の理解を得るために引き続き
啓発していくべきである。今後
も事例検討会を継続し地域包括
支援センター全体で知識を共有
し対応力の向上を図る必要があ
るため。

令和２年度番
号

事業名称
(☆新規項目)

事業の内容 担当課
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第７期介護保険事業計画「自立支援・介護予防・重度化防止に関する取り組みおよび目標設定」に対する評価表

実施内容 自己評価結果【※】
課題の解決に向けた

質の評価
課題と対応策

①
介護予防体
操「さくら
体操」の参
加促進

○さくら体操は、平成２０年にご当
地介護予防体操として理学療法士な
どの沢山の関係者の協力を得て作成
し、以降１０年間小金井市の介護予
防の根幹として多くの高齢者に親し
まれている取組で、作成時には介護
予防の取組として効果があることも
検証されている。

○介護予防リーダーについて、開始
から１０年が経過し、毎年養成はさ
れているものの、高齢化が目立ち始
めている。

○新型コロナウイルス感染症拡大の
影響により、会場数及び実施回数は
減少したが、参加者数の伸び率は回
復傾向にある。感染対策のため、会
場が借用できない場合があり、会場
の確保が課題である。

〇自主グループをまとめる介護予防ボランティア養
成講座を年１回開催し、介護予防リーダーを養成す
る。また、リハビリテーション専門職と連携し、さ
くら体操を活用した地域介護予防活動の支援を行
う。

〇地域包括支援センターと連携しながら、新規自主
グループの立上げを支援する。

〔目標〕
〇さくら体操の会場数・参加者数　前年度５％増

〇介護予防リーダー養成　年１０人以上

〇介護予防ボランティ
ア講座の開催：令和2年
度開催中止（新型コロ
ナウイルス感染症拡大
のため）

〇会場へのリハビリ
テーション専門職の巡
回は、回数を減少して
実施

〇地域包括支援セン
ターと連携し、自主グ
ループの継続支援

自己評価結果【△】
　数値目標が未達成の
項目があるため、△と
した。

〇さくら体操の会場
数：46か所→28か所
（40％減）

〇さくら体操の参加者
数：870人→231人
（73％減）

〇介護予防リーダー養
成人数：令和2年度開
催中止（新型コロナウ
イルス感染症拡大のた
め）

　緊急事態宣言中は、活
動が休止となった。その
ため、郵送にて、参加者
にアンケートを実施する
とともに、自宅で可能な
体操の周知を行った。ア
ンケート結果にて、孤立
を感じると答えた参加者
に対して、個別に市職員
が架電し、孤立化防止に
努めた。緊急事態宣言解
除後は、既存の介護予防
リーダーを中心に、早期
に再開のアプローチを
行った。地域包括支援セ
ンター職員、市職員が連
携して、会場を巡回し、
手洗いや消毒、換気等の
感染症対策を指導した。
　会場の確保について
は、代替会場を検討し、
人数制限を設けるなどの
調整を行った。

〈課題〉
　新型コロナウイルス感
染症の影響により、会場
数及び参加者数の減少が
生じた。

〈対応策〉
　市と地域包括支援セン
ターが連携して感染対策
の周知を行い、活動が継
続できるように支援し
た。会場に来ることが出
来ない参加者のために、
オンラインの活用や、自
宅で行うことができるい
つでもリハビリ体操の周
知を行った。

②
地域の居場
所づくりの
実施

○地域の居場所については、生活支
援コーディネーターによる普段の活
動や、「シニアのための地域とつな
がる応援ブック」作成時などに、地
域資源の把握及び周知に取り組んで
いる。

○また、小地域ケア会議や生活支援
体制整備事業第２層協議体などによ
り地域課題を検討し、把握を図って
いるところである。

○今後地域の居場所づくりについて
は、地域課題や要望を反映し、生活
支援コーディネーターが中心となっ
て進めていかなければならない。

〇生活支援連絡会等の場で生活支援コーディネー
ター・社会福祉協議会の地域福祉コーディネーター
と地域の状況を共有し、地域の居場所づくり増設に
むけて調整していく。

〔目標〕
〇地域の居場所を各圏域　１つ以上増設

〇生活支援事業協議体
（第1層協議体）開催：
2回

〇小地域ケア会議（第2
層協議体）開催：8回

〇生活支援連絡会開
催：9回

自己評価結果【△】
　第2層コーディネー
ターを中心に第１層
コーディネーターの協
力も得ながら第２層協
議体を開催し、コロナ
禍における地域の居場
所の継続について検討
することができた。ま
た、圏域によっては、
新たな居場所を増設で
きたところもあった。

　第2層コーディネー
ターと市の打合せである
生活支援連絡会（原則毎
月開催）において、各
コーディネーターの活動
報告を共有し、地域課題
の整理等を実施した。ま
た、各コーディネーター
が把握している地域資源
について共有し、必要な
資源情報については収集
作業を行った。

〈課題〉
　新型コロナウイルス感
染症の感染の心配から、
居場所を再開できないと
ころがある。

〈対応策〉
　感染対策について情報
提供するとともに、コロ
ナ禍での活動方法につい
て、オンラインをはじめ
他の居場所の活動状況等
を情報提供しながら、居
場所の参加者と一緒に検
討していく。

令和２年度（年度末実績）
項目 現状と課題 事業内容・目標

資料３
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実施内容 自己評価結果【※】
課題の解決に向けた

質の評価
課題と対応策

令和２年度（年度末実績）
項目 現状と課題 事業内容・目標

〇介護予防ケアマネジメントの推進に伴う要支援者
の方等への適切なアセスメントにより、市基準サー
ビス相当の対象者については新規の方は当然だが、
国基準サービスの利用者に対しても速やかな移行を
促すなど、総合事業の推進も図る。

〇市認定ヘルパーについては、活用までの体制を整
備し、総合事業の一部として利用可能な環境を構築
する。

〇デイサービス認定サブスタッフについては、総合
事業の担い手として活用が可能か否かの検証をする
ため、試験的な取り組み（ミニデイサービス）を引
き続き実施する。

〔目標〕
〇介護予防・生活支援サービス事業における、訪問
型、通所型サービスの市の独自基準と、これまでの
国基準の利用割合について、環境整備を進めなが
ら、市の独自基準の利用を進めていきます。

【市基準の利用割合】
〔訪問型〕H30：70％、R1：75％、R2：80％
〔通所型〕H30：50％、R1：55％、R2：60％

④
住民主体の
活動の推進

○生活支援体制整備事業において、
生活支援コーディネーターが地域課
題の把握などに努めているところで
はあるが、総合事業の推進という点
にどのようにつなげるかという取り
組みにまでは至っていない。

○地域課題や資源の把握の際に、い
かに上記のとおりつなげていくかと
いう視点を持って事業に当たるよう
促す必要がある。

〇生活支援コーディネーターが、各圏域で２層協議
体の開催や地域懇談会等に参加している。各会議等
で取り上げられた地域の課題を生活支援連絡会で整
理しながら、どのような取り組みが必要か検討して
いく。

〇検討の結果に基づき、各圏域で期待される住民主
体の取り組みの試行につなげる。

〇また、地域住民主体の活動の場をまとめた冊子、
「シニアのための地域とつながる応援ブック」の情
報を更新するとともに、見やすさの向上も図る。

〔目標〕
〇住民主体の取り組みの試行　4圏域

〇生活支援事業協議体
（第1層協議体）開催：
2回

〇小地域ケア会議（第2
層協議体）開催：8回

〇生活支援連絡会開
催：9回

〇シニアのための地域
とつながる応援マップ
発行：1回

自己評価結果【△】
　数値目標を達成する
ことができなかったた
め

　住民主体の活動となる
よう第2層協議体を開催
し、住民が活発に意見を
出せるよう第2層コー
ディネーターが支援する
ことができた。
　圏域ごとの地域資源情
報をまとめた「シニアの
ための地域とつながる応
援マップ」を作成し、よ
り見やすく活用してもら
いやすいものとなった。

〈課題〉
　第2層協議体から地域
課題の抽出という視点が
まだ確立できていない。

〈対応策〉
　第2層協議体等で検討
したことを生活支援連絡
会で整理し、地域課題の
抽出につなげていく。

※　目標に対する実施内容の達成状況「◎…達成できた、〇…概ね達成できた、△…達成はやや不十分、✕…全く達成できなかった」

〈課題〉
　更なる総合事業の推進
のため、認定ヘルパーを
はじめ、担い手を市とし
てどのように位置づけて
いくのか整理していく必
要がある。

〈対応策〉
　市認定ヘルパー・市認
定サブスタッフの体制整
備を行い、関係機関等に
丁寧に説明し共通理解を
図っていく。

③
総合事業の
推進

○総合事業の利用割合については、
平成30年3月現在では、訪問・通所
とも円滑に市基準への移行が進んで
いると考えている。

○担い手の部分では、訪問型につい
ては、認定ヘルパー養成事業の受講
者活用のための体制整備が整ってい
ないことから、早急に進める必要が
ある。通所型については、デイサー
ビス認定サブスタッフの養成を続け
ているものの、受講者数の減数傾向
が見られるため、受講者数を増やす
取り組みと、養成後のサブスタッフ
をいかに総合事業に結び付けていく
かの検討が必要。

〇市認定ヘルパー養成
講座実施：新型コロナ
ウイルス感染症拡大防
止のため実施せず。

〇市認定サブスタッフ
養成講座実施：新型コ
ロナウイルス感染症拡
大防止のため実施せ
ず。

〇ミニデイサービスの
実施：新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の
ため実施せず。

〇市基準の利用割合
〔訪問型〕79.5％
〔通所型〕75.5％

自己評価結果【〇】
　数値目標を達成する
ことができていたため

　総合事業サービスの市
基準への移行については
順調に進んでおり、地域
包括支援センターやケア
マネジャーに対し、総合
事業に係るケアマネジメ
ントについての説明は最
低限出来ていると評価し
ている。
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第７期介護保険事業計画「介護給付等に要する費用の適正化への取り組みおよび目標設定」に対する評価表

項目 趣旨 取り組みおよび目標 令和２年度実績 効果（成果） 課題

①
要介護認定の
適正化

　認定調査の基本判断を遵守
し、内容点検を通して問題点
を認識させ、知識の底上げを
図ります。
　介護認定審査会の判定の平
準化、内容の適正化を促進
し、適切かつ公平な要介護認
定等の確保を図ります。

　要介護認定の平準化に向けた実施項目
の検討を行い、適正な認定結果につなげ
ます。
　ｅラーニング（イーラーニングシステ
ム）の周知を図り、活用する受講者を増
やして定義の理解を深め、主に市内の指
定居宅介護支援事業所等に所属する調査
員の講座登録、テスト実施を促し、その
結果を市でとりまとめ把握します。
　また、認定調査員の研修を行います。

　活用ツールにおいて各合議体ごとの
審査会委員の意識が変化し、判断も合
議体内でまとまりやすくなった。
　調査員から積極的にeラーニング受
講を望む者が増加した。

　個々の審査会委員の判断も
協調性が図られ、平準化に努
める方向性が取られた。
　認定調査票の完成度が向上
した。

　外部委託の認定調査員の
調査受け入れが年々減少し
ている。
　介護認定審査会委員の中
でも医師の委員が全体の割
合から少人数であるため増
員したい。

②
ケアプラン点
検

　ケアマネジャーが作成した
居宅介護サービス計画、介護
予防サービス計画の記載内容
について、事業者に資料提出
を求め、また、訪問調査を行
い、地域包括支援センター等
と連携し、点検を行います。

　個々の受給者の方が真に必要とする
サービスを確保するとともに、サービス
提供の改善を行い、保険者機能の強化を
図ります。また、ケアプラン点検の効果
を検証し、点検方法の改善を検討しま
す。

　東京都の「保険者と介護支援専門員
が共に行うケアマネジメントの質の向
上ガイドライン」に基づき、市内の居
宅介護支援事業所に対して、８件のケ
アプラン点検を行った。

　個々の受給者が真に必要と
するサービスの確保ができ
た。

　ケアマネジャーの経験の
違いにより、プランの改善
の幅が異なることがある。
ガイドラインのより一層の
周知や、点検側も研修等に
参加することで、件数ばか
りではなく、点検の質を高
める工夫も必要。

③
住宅改修・福
祉用具給付の
適正化

　保険者が改修工事を行おう
とする受給者宅の施工前の実
態確認や、工事見積書の点検
を専門職と連携しながら行い
ます。
　軽度者の方への福祉用具貸
与について自立支援の機会を
阻害することがないよう、医
師の所見やサービス担当者会
議の記録を確認します。

　点検項目、点検方法等のマニュアルの
見直しを行いながら、効率性を高め、点
検実施件数を増やします。また、介護保
険の住宅改修や福祉用具の制度を適切に
利用するため、受給者の方や事業者に対
し制度周知を行います。

　住宅改修時の現地調査を行い、住宅
改修の必要性について確認を行った。
　福祉用具については、軽度者の福祉
用具貸与について、自立支援の機会を
阻害することがないよう、医師の所見
やサービス担当者会議の記録を確認し
た。

　点検を行うことで、住宅改
修については不適切な工事の
防止に繋がり、福祉用具につ
いては、利用者の身体状況に
応じた適切な貸与が行われ
た。

　専門性の確保が困難とい
う面もあるが、保険者の検
査が入っているということ
自体が、不適切な工事の抑
止に繋がっていると考えら
れる。点検を保険者で行っ
ていること自体を積極的に
周知することで、更なる抑
制効果の拡大を図る。

資料４
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項目 趣旨 取り組みおよび目標 令和２年度実績 効果（成果） 課題

④
縦覧点検・医
療情報との突
合

　国民健康保険団体連合会の
給付実績をもとに、受給者の
方ごとに複数月にまたがる介
護報酬の支払状況（請求明細
書内容）を確認し、提供され
たサービスの整合性の確認を
行うとともに、介護保険と医
療保険を重複して請求してい
る事業所がないか確認を行い
ます。

　研修会等に参加し、国民健康保険団体
連合会委託分以外の突合について点検項
目を増やします。そして誤った請求を
行っている可能性のある事業所に対して
指導を行い、誤請求を是正し、適正な介
護報酬の請求を促進します。

　医療情報の突合について、国民健康
保険団体連合会に介護保険の医療保険
の重複請求の審査を委託し、適正な請
求処理を促した。

　提供されたサービスの整合
性について確認を行うこと
で、適切な介護報酬の請求に
繋がった。

　基本的には、適正な請求
処理がされており、抑制効
果は低いと思われる。
　点検項目の確認作業等が
多く、職員の作業時間等を
考慮すると、費用対効果が
高くはない。

⑤
介護給付費通
知

　受給者の方に対して、実際
に事業者から支払われている
金額を再確認してもらうた
め、保険者から受給者本人に
対して、事業者からの請求お
よび費用の給付状況等につい
て通知します。

　受給者の方にとってわかりやすく、か
つ効果的な給付費通知を行い、受給者の
方に対して適切なサービスの利用・普及
啓発をするとともに、自ら受けている
サービスを改めて確認し、適正な請求に
向けた抑制効果を上げます。

　地域を絞って、１，１００件程度通
知を発送した。

　利用者の制度理解の促進等
に一定寄与した。

　基本的には、適正な請求
処理がされており抑制効果
は低い。利用者への制度理
解促進には、ケアマネ
ジャーの協力が引き続き必
要である。

⑥
給付実績の活
用

　国民健康保険団体連合会で
実施する審査支払いの結果か
ら得られる給付実績を確認し
て、疑義のある請求について
事業者に照会を行います。国
民健康保険団体連合会提供
データの未使用帳票について
効率的と思われる帳票から順
次確認を行っていきます。

　東京都や国民健康保険団体連合会主催
の研修会に参加することで、確認帳票の
拡大を図り、適正なサービス提供と費用
の効率化、事業所の指導育成を図りま
す。

　確認帳票（他保険者利用の地域密着
型サービス一覧表）に基づき、他市地
域密着型サービスの指定申請を行って
いるか確認を行った。

　事業者指定に基づいたサー
ビスが適切に行われているこ
とが確認できた。

　適切な事業所指定につい
ては、ホームページ等でも
積極的な周知を図ること
で、より一層の効果を高め
ることができる。
　他の帳票についても研修
等に参加し、点検帳票の拡
大を図っていく必要があ
る。
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資料５ 

事前質問に対するご回答 

ＮＯ 
資料 

番号 

事業 

番号 

委員 

氏名 
ご意見・ご質問の概要 ご回答 

１ １  
酒井 

委員 

保険料収入について、被保険者数が毎年微増であ

るのに対して、保険料収入は反比例して微減となっ

ている。このことの主たる要因は何か。 

 

消費増税に伴い令和元年度及び令和２年度に

段階的に低所得者の保険料が軽減されたため、

軽減した分の保険料収入が減となっています。

軽減額は令和元年度：約５千万円、令和２年度：

約８千万円となっております。 

２ ２ 18 
酒井 

委員 

短期集中予防サービス（サービス C）の事業イメ

ージはどのようなものか。併せて、通所型サービスB

について、検討状況はどうなっているか。 

 

短期集中予防サービス（サービスC）の事業に

つきましては、要介護認定で新規要支援に認定

された方を対象に、運動・口腔・栄養・社会活動

等の専門職が提供するサービスに３か月間取り

組む予定です。サービス終了時には地域ケア会

議を開催し利用者の自立支援に向け、サービス・

地域資源の検討を行うことを想定しています。 

通所型サービスＢにつきましては、現在活動

している通いの場やサブスタッフの活用等につ

いて検討している状況です。 

３ ２ 18 
平野 

委員 

市認定ヘルパー養成事業について、令和２年度の

実績はどうなっているか。（受講人数、受講後の就職

先） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため未実

施となっています。 
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ＮＯ 
資料 

番号 

事業 

番号 

委員 

氏名 
ご意見・ご質問の概要 ご回答 

４ ２ 23 
平野 

委員 

寝具乾燥等の在宅支援について、申し込み実績と

令和２年度の登録実績はどうなっているか。 

 

 

５ ２ 38 
横須賀 

委員 

事業実績が３人となっているが、分母にあたる認

知症が疑われる方で支援を受けて下さらなかった方

は何人いたのか、又、認知症が疑われる方達をどのよ

うな手段・方法で探したのか。 

認知症が疑われる方で、安定的な支援を受け

ていない方の人数は把握できていません。しか

し、地域包括支援センターから初期集中支援事

業実施の打診があったものに関しては、全て実

施しています。 

 対象者については、家族・関係者等から受診の

提案をしたものの受診を拒否し、地域包括支援

センターへ相談があった方のうち、事業の案内

を行い利用意向のある方を対象者として決定し

ています。 

６ ２ 51 
酒井 

委員 

地域包括支援センターに配置されている生活支援

コーディネイターは、今後ますます重要な役割を担

うポジションかと思うが、現在は兼任配置と認識し

ているが、専任配置の検討などはされているのか。ま

た、認知症地域支援推進員（事業番号40）について

はどうか。 

 

生活支援コーディネーターは地域課題を把握

し、課題解決に向けて地域資源の開発・マッチン

グ等が役割となっていますので、本来の相談業

務・ケースワーク等が活かされていると考えて

います。現時点では専任配置の検討は行ってお

りません。 

認知症地域支援推進員は、医療・介護等の有機

的な連携の推進を行う立場であり、地域包括支

援センターにおける通常の相談業務、医療・介護
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ＮＯ 
資料 

番号 

事業 

番号 

委員 

氏名 
ご意見・ご質問の概要 ご回答 

連携等が生かされていると考えています。 

また、認知症介護研究・研修東京センターが平

成 30 年３月末時点で推進員として配置されて

いた方々を対象に実施した調査では、2,476 人

のうち89％が他の職との兼務となっており、本

市においても現時点で専任配置とする考えはご

ざいません。 

７ ２  
玉川 

委員 

感染症の影響により、全般を通して実施できない

計画が散見され、特に運動、体操、交流やグループ活

動等対策を取っても、高齢者の外出自粛が求められ

る中、やむを得ない評価結果であると感じた。 

ボランティア活動については当施設においても、

制限を継続しており園庭の整備や洗濯たたみ程度に

留まっている。感染状況が落ち着かない中でなかな

か再開のめどが立っていない。 

シルバー人材センターの事業においても活動・活

躍の場が限られてしまい、問合せ件数や登録人数な

ど感染症流行前後で変化があるのではないかと推察

する。 

オンラインで出来る活動については今後も積極的

に推進していただきたい。 

コロナ禍で高齢者の活動が再開できない状況

であること等は地域課題として把握していま

す。そのため、令和 3 年度から、新しい日常に

おける介護予防・フレイル予防としてオンライ

ンを活用して活動ができるよう支援していく予

定でおります。 

シルバー人材センターについては、ご指摘の

通り、感染症の影響により、事業の中止等もあり

ました。また、会員数につきましても、令和２年

度については、50人減の 1,050 人に留まって

おります。 

高齢者のオンラインの活用については、喫緊

の課題として受け止めております。年明けから

開始しました、シルバー人材センターによる高

齢者のためのZOOM教室をはじめ、今年度にお
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ＮＯ 
資料 

番号 

事業 

番号 

委員 

氏名 
ご意見・ご質問の概要 ご回答 

きましても、スマホ教室の実施、通信機器を利用

した通いの場支援等、進めて参ります。 

８ ２  
益田 

委員 

取り組みの１つ１つはどれも有効と感じるが、介

護保険財政の運営が厳しくなるなかで、今後は「予

防」の観点の取り組みを増やした方が良い。 

生活支援コーディネーターや介護の現場で働く

方々、地域とのつながり方においても働き手や担い

手となる「人」を育てる施策はできないものか。 

現在、介護予防ボランティア（小金井さくら体

操リーダー）・サブスタッフ・生活支援ヘルパー

等の養成を行っております。引き続き地域で活

動・活躍してもらえるよう検討してまいります。 

 


